
重点取組事項
継続して実施する

項目数
新たに実施する

項目数
合計

(１)市民に優しい質の高い行政サービスの提供 9 4 13

(２)職員の意識改革と人材育成 14 1 15

(３)スピード感を持った効果的な行財政運営の推進 34 3 37

(４)民間力のさらなる活用 2 1 3

(５)市民との協働の推進 21 2 23

(６)社会貢献活動の充実 11 1 12

合　　計 91 12 103

平成２７年度の行政改革実施計画
資料２



(1) 市民に優しい質の高い行政サービスの提供

22 23 24 25 26 27 28

【効果】
・市政の理解の促進

【27年度】
運用を行い、積極的な情報発信に努め
る。

【課題】
・各アカウントの利用促進
＜参考＞
・Facebookの「いいね！」数
　　　　　　　計5,977件
・Twitterのフォロワー数
　　　　　　　計3,044件
・LINEの登録者数
　　　　　　　計1,701件
　※27年3月20日現在。
　　各アカウントの合計数

【28年度】
同上

【27年度】
業務改善運動の中でオフィスレイアウ
トの改善に取り組む。

【28年度】
同上

【効果】
・大規模災害発生時に、物流・流
通機能が回復するまでの間、避難
者の避難所生活を確保

【27年度】
本庁・支所や小学校等の避難所に資機
材等の備蓄を行う。
（数値目標）
　指標　備蓄箇所数
　目標　28箇所
　　　　(内訳)地域:25箇所
　　　　　　　集中:3箇所

【課題】
・備蓄スペースの確保
・備蓄物資の適正な管理

【28年度】
同上
（数値目標）
　指標　備蓄箇所数
　目標　27箇所
　　　　(内訳)地域:25箇所
　　　　　　　集中:2箇所

実
施

⇒ ⇒ 危機管理課

2
継続
実施

オフィスレイ
アウトの改善

オフィスレイアウトについて、効率性
や動線、市民の入り易さなどについ
て、本市の実情にあったレイアウト指
針を策定し、効率的で市民に親しまれ
る職場環境づくりを進める。

・谷山支所市民課では、窓口カウン
ターの高さを変えることで、市民と同
じ目線の高さで応対ができるよう対応
した。なお、カウンターは、谷山福祉
課が不要になったものを利用したた
め、経費はなし。
・東部保健センターでは、通路に面し
た未使用の部屋を授乳室にし、これま
での授乳室を相談室に変更したこと
で、通路から直接授乳室に入室できる
ようになり利用し易くなることと同時
に、予診室と相談室が隣接することに
より動線の改善も図られた。

【効果】
・市民に分かりやすく、効率的な
職場環境の整備

検
討
・
準
備

実
施

3
継続
実施

防災資機材等
の備蓄

大規模災害が発生した際の緊急物資の
備蓄体制を整備するため、備蓄に関す
る行政・市民・事業者各々の立場での
考え方を整理するとともに、本市にお
ける備蓄の基本的な方向性を示すこと
を目的に備蓄計画を策定し、26年度か
ら3年間で、次のとおり資機材等の整備
を行う。

・小学校等の避難所への「地域内備
蓄」
　78箇所
・本庁及び9支所への「集中備蓄」
　10箇所

33箇所の施設に防災資機材等の備蓄を
行った。

（内訳）
・地域内備蓄:城南小学校など28箇所
・集中備蓄:吉田、桜島、喜入、松
元、郡山の5支所

⇒ ⇒ ⇒ 行政管理課

実施スケジュール27、28年度の実施予定実施の効果・課題 所管課取組の概要

広報課

№ 区分 26年度の実施状況項目名

1
継続
実施

ＳＮＳを活用
した市政情報
の発信

新たな情報発信媒体であるソーシャル
ネットワーキングサービス（ＳＮＳ）
を活用して市政情報を幅広くタイム
リーに発信するため、鹿児島市公式
Facebookページ・Tｗitter等を開設
し、情報発信を行う。
　※平成25年2月～3月試行運用、
　　平成25年4月から本格運用

引き続き、ソーシャルメディア公式ア
カウントを開設し、ＳＮＳを活用した
市政情報の発信を行った。
〔26年度開設〕
 <Facebook>
  平川動物公園、市民協働課、
  明治維新150年カウントダウン、
  桜島フェリー
 <Twitter>
  明治維新150年カウントダウン
 <LINE>
  明治維新150年カウントダウン

⇒ ⇒ ⇒

検
討
・
準
備

実
施

検
討
・
準
備

⇒ ⇒



(1) 市民に優しい質の高い行政サービスの提供

22 23 24 25 26 27 28
実施スケジュール27、28年度の実施予定実施の効果・課題 所管課取組の概要№ 区分 26年度の実施状況項目名

【効果】
・地域振興嘱託員の活用による地
域へのきめ細かな対応
・地域住民への適切な情報発信
・地域の拠点としての庁舎機能の
充実

【27年度】
支所機能充実プランに基づく取組を推
進するとともに、支所の現状や課題を
把握し、改善策の検討を行う。

【課題】
・支所長の権限見直し
・組織体制の見直し
・本庁との関係強化　など

【28年度】
同上

【効果】
・来庁者の利便性の向上
・窓口の混雑緩和
・取扱件数　6,177件

【27年度】
住民異動シーズンに窓口開設時間の延
長及び土・日の窓口開設を行う。
(本庁・谷山支所)
・27年3月23日（月)～4月5日（日)の
　14日間
・取扱件数　6,079件

【課題】
・来庁者の時間延長時への分散化
・来庁者の待ち時間の短縮

【28年度】
同上

【効果】
・余裕教室の活用を通して、児童
生徒の学習指導や地域住民の社会
教育の充実等を図ることにより、
開かれた学校づくりの推進と地域
活動の活性化が期待される。

【27年度】
各学校の活用状況を調査するととも
に、余裕教室の活用に係る優先順位を
踏まえた活用を促進する。

【課題】
・改訂した新指針に基づいて活用
する際の優先順位や社会教育等へ
の活用数の目安等についての周知
を図り、地域防災拠点としての備
蓄倉庫や、児童クラブの増設等へ
の更なる活用を図る必要がある。

【28年度】
同上

⇒ ⇒ ⇒ ◎市民課

⇒ ⇒ ⇒
地域振興課
9支所

5
継続
実施

住民異動シー
ズンの窓口開
設時間の延長
及び休日開設

18年3月から、住民異動シーズンにおい
て、利用者の多い窓口の平日の開設時
間の延長及び休日の窓口を開設してい
る。
22年3月からは、新たに市民税課・谷山
支所税務課における原付自転車（軽自
動車税）の新規・廃車受付窓口及び資
産税課・谷山支所税務課における税証
明発行窓口についても同様に開設時間
の延長、休日開設を行っている。

平日の開設時間の延長及び土・日曜日
の窓口の開設を行った。(本庁・谷山
支所)
・26年3月24日（月）～4月6日（日）
  の14日間
　平日：19時まで
　土日：8時30分～17時15分
［開設した主な業務］
　・住民異動、国民健康保険、国民
    年金、福祉関係の諸手続き、
    就学事務、税証明 など

実
施

⇒

実
施

⇒4
継続
実施

支所機能充実
プランの推進

地域住民に身近な行政サービス拠点で
ある支所について、住民のニーズに迅
速かつ的確に対応できる体制の強化
や、地域振興・地域支援の強化など、
支所機能のさらなる充実を図る。

支所機能充実プランに基づく取組を推
進するとともに、月1回開催される地
域振興関係業務に係る打合せ会におい
て、支所機能充実のための検討を行っ
た。

・地域振興嘱託員の活用
・地域振興嘱託員会議の開催
・支所ロビーを活用した情報発信
・施設設備の充実
・未達成項目についての検討　など

⇒ ⇒

⇒ ⇒

⇒⇒

⇒6
継続
実施

学校の余裕教
室の活用

「鹿児島市立学校余裕教室活用計画指
針」（26年3月改訂）に基づき、児童生
徒の学習指導や地域住民の社会教育の
充実等を図るため、余裕教室の活用を
推進する。

少人数指導教室や多目的室など学校教
育施設として519室、地域防災備蓄室
やＰＴＡ活動、児童クラブなど、防災
や社会教育等のために66.5室を活用し
た。
（全余裕教室数　585.5室）

継
続
実
施

⇒ ⇒ ⇒
教育委員会学
校教育課



(1) 市民に優しい質の高い行政サービスの提供

22 23 24 25 26 27 28
実施スケジュール27、28年度の実施予定実施の効果・課題 所管課取組の概要№ 区分 26年度の実施状況項目名

【効果】
○学校教育課
・長期休業中に、各学校において
希望する児童生徒を対象として、
補充的な学習や発展的な学習を行
うことにより、学力向上が図られ
る。

○保健体育課
・泳力、体力の向上
・運動機会の確保と交流機会の拡
充

【27年度】
○学校教育課
長期休業中に、各学校において希望す
る児童生徒を対象として、補充的な学
習や発展的な学習を行う。

○保健体育課
 長期休業中における学習、水泳教室
を継続実施する。

【課題】
○学校教育課
・登下校時における安全の確保

○保健体育課
・登下校時における安全の確保
・プール監視員の確保
・プール開放日数の確保
　(降灰対策、天候不良等)

【28年度】
同上

【効果】
・救命率の向上及び後遺障害の軽
減

【27年度】
本格運用（365日、24時間）に向け
て、救急医の確保に取り組む。

【課題】
・救急医の確保

【28年度】
継続運用

【効果】
・院外処方への移行による平均在
院時間の短縮
　H22:院内処方：136分　⇒
　H26:院外処方：112分
  　　24分の短縮

【27年度】
院外処方の移行をすすめ、待ち時間短
縮対策に努める。

(数値目標）
指標　院外処方の実施率
実績　81％（H27.2）
目標　85％

【課題】
・自動精算機利用率の向上のた
め、自動精算機を利用しやすい環
境の整備
・院外処方への更なる移行

【28年度】
同上

7
継続
実施

学校の長期休
業中の施設活
用

長期休業中に、各学校において希望す
る児童生徒を対象として、補充的な学
習や発展的な学習、水泳教室等を行
う。

○学校教育課
１　実施期間　　夏季休業中
２　実施場所　　各学校の教室等
３　実施時間　　午前又は午後
４　参加状況
　校数　小学校：73校 （93.6%）
　　　　中学校：25校 （64.1%）
　　　　　　計：98校 （83.8%）
　平均日数 　小：7.7日　中：17.6日
　一日平均 　小：3,200人（9.8%）
　　参加者　 中：1,038人（6.5%）
　　　　　 　計：4,238人（8,7%）
　延べ参加者数　小学校：24,640人
　　　　　　　　中学校：18,269人
　　　　　　　　　　計：42,909人
　　※　割合は、市内全学校数と市内
　　　全児童生徒数を基にして算出。

○保健体育課
学校の長期休業中に、希望する児童生
徒に対し、補充的な学習や水泳教室等
を実施した。
・プール開放
　開放期間　7/22(月)～8/29(金)
　実施校数　小学校76校　中学校２校
　利用者数　42,485人(延べ)

継
続
実
施

⇒

検
討
・
準
備

実
施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
教育委員会学
校教育課
保健体育課

⇒ ⇒
市立病院総務
課
消防局警防課

9
継続
実施

外来患者の待
ち時間の短縮

外来患者の待ち時間について、再診予
約制の充実、院外処方への移行などの
取り組みにより、待ち時間の短縮を図
り、患者サービスの向上を図る。

再診予約制の充実や自動精算機の利用
率の向上に取り組んだ。また、24年7
月から、外来患者は院外処方へ移行し
た。27年2月の院外処方率　81％

〔予約制導入の診療科〕
・平成22年2月 13科
　　　　　　⇒　平成26年8月 15科
〔診察前採血の実施〕
・平成25年12月　4科
　　　　　　⇒　平成27年2月　7科

継
続
実
施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
市立病院医事
情報課

8
継続
実施

ドクターカー
の運用

消防局が実施主体となり、市立病院と
連携し救急医療のさらなる充実（救命
率の向上、後遺障害の軽減）を図るた
め、本市の救急業務として、ドクター
カーを運用する。

26年10月から、ドクターカーの導入・
運用を暫定的に開始した。（平日8:30
～17:15）

・26年10月～27年3月の出動回数　486
回



(1) 市民に優しい質の高い行政サービスの提供

22 23 24 25 26 27 28
実施スケジュール27、28年度の実施予定実施の効果・課題 所管課取組の概要№ 区分 26年度の実施状況項目名

【効果】
・大学や頻繁に人の往来のある施
設に期日前投票所を設置すること
で、投票所を身近に感じていただ
き、また、有権者の選挙に対する
関心を高めることで、若い世代を
はじめ、全体の投票率が向上する
ことを期待している。

【27年度】
鹿児島大学郡元キャンパス
学習交流プラザ2階
  平成27年4月8日(水曜日)
    ～4月9日(木曜日)：10時～17時

勤労者交流センター(よかセンター)
キャンセビル7階展望ホール・ギャラ
リー
  平成27年4月9日(木曜日)
    ～4月11日(土曜日)：9時～20時

【課題】
・選挙人名簿の確認

【28年度】
27年度に新設した期日前投票所の経費
面や利用者数等の検証を踏まえ、新た
な設置場所を検討する。

【効果】
・個人番号カードの取得者は、本
市の福祉関係などの窓口やその他
の行政機関で住民票の写し等の添
付書類を省略でき、利便性が向上
する。（29年1月以降の情報連携
後）
・個人番号カードの交付に伴い、
コンビニ交付の利用増が想定され
る。
・コンビニ交付の利用増に伴い、
市民課関係窓口の混雑解消が図ら
れる。

【27年度】
・個人番号カードの交付スケジュール
　9月：条例の制定、改正
 10月：地方公共団体情報システム機
　　　構（J-LIS）が、通知カード・
　　　個人番号カードの交付申請書等
　　　を、市内の全世帯に送付
　　　個人番号カード申請受付開始
　1月：本庁・各支所の市民課関係の
　　　窓口で交付を開始
・個人番号カードの交付体制の整備
　⑴交付申請者の住民票の住所を所
　　管する本庁・各支所において交
　　付する
  ⑵本庁・谷山支所は特設会場を設
　　置(その他の支所は既存窓口)
  ⑶平日に来庁できない方のために、
　　1月～3月の第1・第3日曜日を開
　　庁する
平成27年度は、交付枚数　42,000枚、
交付率　6.91％を想定している。

【課題】
より多くの市民に個人番号カード
を取得していただくために、広報
を充実させていく必要がある。

【28年度】
個人番号カードを交付する。
　交付枚数　132,000枚
　交付率　　28.62％

⇒ 市民課

実
施

⇒
選挙管理委員
会事務局

10 新規
期日前投票所
の新設

11 新規
個人番号カー
ド交付事業

28年1月から開始する個人番号カードの
円滑な交付を図り、行政サービス及び
市民の利便性の向上を図る。（交付手
数料無料）

検
討
・
準
備

実
施

検
討
・
準
備

期日前投票所の利便性向上を図り、若
い世代の選挙参加につなげることを目
的として、２７年４月の鹿児島県議会
議員選挙から、新たに鹿児島大学及び
勤労者交流センター（よかセンター）
に投票所を設置する。



(1) 市民に優しい質の高い行政サービスの提供

22 23 24 25 26 27 28
実施スケジュール27、28年度の実施予定実施の効果・課題 所管課取組の概要№ 区分 26年度の実施状況項目名

【効果】
・従来は曜日と時間帯ごとに１枠
ずつ予約を行う必要があったもの
が一括でできるようになり、利便
性の向上が期待できる。
・また、アクセシビリティにも対
応しており、障害者等が利用する
際の利便性向上が期待できる。
・現在ＩＥのバージョンが対応し
てないため操作ができないといっ
た問合せを受けることがあるが、
導入後はこの問題が改善され、問
合せが減るなど、職員の負担軽減
が期待できる。
・効果額　約729万円

【27年度】
4月～7月：委託業者の選定方法の決定
　　　　　及び業者の決定
8月～2月：パッケージソフトを使った
　　　　　生涯学習情報システムの構
　　　　　築、確認
3月：本稼動

【課題】
新システムへ移行した際に、市民
が操作に戸惑うことがないよう、
利用方法について分かりやすく案
内する必要がある。

【効果】
・医療の質の向上
・効果的なサービスへの改善

【27年度】
10月下旬に訪問審査　受審予定

13 新規
市立病院にお
ける病院機能
評価の認定

市立病院において、病院の現状を客観
的に把握し、医療の質の向上と効果的
なサービスの改善を図るために、財団
法人日本医療機能評価機構が実施する
「病院機能評価」を受審し、認定を目
指す。

生涯学習情報システムについて、パッ
ケージソフトを活用した改修を行い、
アクセシビリティ（利用のしやすさ）
の向上や施設予約の機能追加、スマー
トフォン表示への対応など、利用者の
利便性の向上を図る。

実
施

検
討
・
準
備

生涯学習情報
システムの改
修

12 新規

市立病院総務
課

生涯学習課

実
施

検
討
・
準
備



(2) 職員の意識改革と人材育成

22 23 24 25 26 27 28

【27年度】
評価者研修等を実施し、人事評価制度
の精度向上を図る。

【28年度】
同上

【効果】
・職員の政策形成能力などの向上
※アンケートで適切と答えた割合
             25年度  26年度
 学習内容の   54%  ⇒  71%
 難易度
 学習量       59%  ⇒  68%

【27年度】
専門研修や派遣研修等を実施し、職員
の職務能力の向上に努める。

【課題】
・社会経済情勢等を踏まえた研修
内容の検討

【28年度】
同上

【効果】
・行政改革に対する職員の意識の
向上

【27年度】
行政改革についての理解と認識を深め
るための研修を実施する。

【課題】
・研修成果の業務への活用

【28年度】
同上

【効果】
・民間企業のコスト意識や接遇・
サービス意識などの直接的な学習

【27年度】
民間企業等派遣研修を実施していく。

【課題】
・研修成果の業務への活用

【28年度】
同上

【効果】
・職員としての使命感と職責の再
認識

【27年度】
公務員としての倫理的な行動のあり方
等について研修を実施する。

【課題】
・研修効果の測定や業務への活用

【28年度】
同上

【効果】
・職員の資質や能力の向上
・組織の活性化

【課題】
・評価書類の引継のルール化
・評価事務の負担軽減

⇒ ⇒ ⇒

⇒

人事課

5
継続
実施

公務員倫理研
修の充実・強
化

公務員としての倫理・規範意識の向上
や法令遵守の徹底等についての研修を
実施することにより、市職員としての
使命と職責を自覚し、市民から信頼さ
れる職員を育成する。

弁護士等を講師に招き、職場事例をも
とにしたグループ討議を通して、公務
員としての倫理的な行動のあり方等に
ついて研修を実施した。

検
討
・
準
備

人事課
実
施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

4
継続
実施

民間企業での
職員研修

新規採用職員及び中堅職員を対象に民
間企業での職員研修を実施し、民間の
感覚や接遇マナー等を身につけた職員
の養成を図る。

新規採用職員を対象に、民間企業等へ
の派遣研修を実施
・山形屋、さかもと園等102人、5日間

高度で専門的な知識や技術、広い視野
を持った職員の育成を目的として、派
遣研修を実施
・(株)日本政策投資銀行　1人2年間
・地方公共団体金融機構　1人2年間
・(財)地域活性化センター　1人2年間

検
討
・
準
備

実
施

⇒ ⇒

人事課

3
継続
実施

行政改革に関
する意識改革
の推進

行政改革に関する職員研修を実施す
る。

本市の財政及び行政改革についての理
解と認識を深めるため職員研修を実施
した。
・新任係長研修（受講者87人）
・新任主査研修（受講者181人）
・一般職員第Ⅱ課程研修（受講者90
人）
・一般職員第Ⅰ課程研修（受講者56
人）

継
続
実
施

人事課
行政管理課

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

人事課
交通局総務課
水道局総務課
市立病院総務課
船舶局総務課

2
継続
実施

職員の能力向
上を図る研修
の実施

職員の政策形成能力やコミュニケー
ション能力に加え、市民との協働によ
るまちづくりを進めるために必要な対
外折衝能力やコーディネート能力等の
向上を図るとともに、常に経営感覚を
持って仕事を創意工夫する職員を育成
する。

政策形成能力の向上をはじめ、職員
個々の能力を向上させる研修を実施し
た。
・基本研修、専門研修、派遣研修、職
場研修

継
続
実
施

⇒ ⇒ ⇒

実
施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒1
継続
実施

新しい人事評
価制度の導入

これまでの勤務評定を改め、職員の資
質・能力の向上並びに意欲を高めるこ
とを目的とした人事評価制度を導入す
る。

これまでの試行実施を踏まえ、25年度
から全職員に対して本格実施(※交通
局の技能労務職員（一部）は試行実
施)するとともに、制度の客観性・信
頼性を高めるため、フォロー研修等
(評価者研修や目標設定訓練)を実施す
る。

検
討
・
準
備

⇒ ⇒

№ 区分 項目名 取組の概要 26年度の実施状況 27、28年度の実施予定実施の効果・課題 実施スケジュール 所管課



(2) 職員の意識改革と人材育成

22 23 24 25 26 27 28
№ 区分 項目名 取組の概要 26年度の実施状況 27、28年度の実施予定実施の効果・課題 実施スケジュール 所管課

【27年度】
各職場における業務改善の取組を推進
する。

【28年度】
同上

【27年度】
職員提案制度を実施する。

【28年度】
同上

【効果】
・「満足」の割合
　　　　　　　25年度　26年度
　身だしなみ　65％ ⇒ 66％
　言葉づかい　68％ ⇒ 71％
　説明の仕方　67％ ⇒ 70％
　整理整頓　　61％ ⇒ 65％
　サービス　　66％ ⇒ 69％
　ﾌﾛｱﾏﾈｰｼﾞｬｰ  84％ ⇒ 85％

【27年度】
窓口アンケート調査を実施する。

【課題】
・アンケート結果の窓口対応への
反映

【28年度】
同上

【効果】
・職員のごみの減量化・資源化に
対する意識の向上

【27年度】
ごみの減量化・資源化意識の向上を図
るための研修を実施する。

【課題】
・効果的な研修内容の検討

【28年度】
同上

⇒ ⇒8 市民相談センター

9
継続
実施

ごみ減量リー
ダー研修会の
実施

市役所のごみの適正排出を図り、ごみ
の減量化・資源化を推進するととも
に、地域におけるごみ減量リーダーの
役割を担ってもらうため、市職員にご
み減量に関する研修を実施する。

ごみの減量化・資源化意識の向上を図
るため、ごみ減量リーダー研修会等を
実施した。
・地球温暖化アクションプラン研修内
での実施　167人受講
・ごみ減量リーダー研修会の実施 155
人受講

検
討
・
準
備

実
施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ リサイクル推進課

継続
実施

窓口アンケー
ト調査の実施

市民が申請・届出等で訪れる主な窓口
について、市民サービス満足度アン
ケート調査を行い、窓口の改善に役立
てる。

市民が申請等で訪れる55課（H26年
度）の窓口について、市民サービス満
足度調査を行った。

継
続
実
施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

【効果】
・職員の自由な発想力や着眼点の
育成

【課題】
・提案しやすい制度の検討

実
施

⇒ ⇒

行政管理課6
継続
実施

業務改善運動
の実施

各職場における業務の執行等につい
て、主体的かつ創意工夫による業務改
善の取組みを通じて、市民本位の質の
高い行政サービスの効率的な提供を推
進するとともに、職員のさらなる改善
意識の向上を目指して、全庁的な業務
改善運動を実施する。

各職場において、課長を業務改善マ
ネージャー、係長等を業務改善リー
ダーとして選定したほか、研修会を実
施し、業務改善に取り組んだ。
〔改善実績〕　364項目
〔改善実績として表彰〕
　・焼却灰中の鉄くずの処分の見直し
　　（北部清掃工場）

【効果】
質の高い行政サービスの効率的な
提供と職員の改善意識向上に寄与
した。

【課題】
・職員の改善意欲の向上

検
討
・
準
備

実
施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

行政管理課
交通局総合企画課
水道局経営管理課
船舶局総務課

7
継続
実施

職員提案制度
の充実

職員一人ひとりが高い意識をもって、
業務改善や業務執行に取り組むよう、
職員提案制度の充実を図る。

行政課題をテーマに提案を募集する
「課題提案部門」を設けるなど、募集
区分の見直しを行い、制度を充実させ
た。
・提案件数 市長部局・教育委員会46
件、交通局40件、水道局19件、船舶局
8件



(2) 職員の意識改革と人材育成

22 23 24 25 26 27 28
№ 区分 項目名 取組の概要 26年度の実施状況 27、28年度の実施予定実施の効果・課題 実施スケジュール 所管課

【効果】
・職員の資質の向上が図られると
ともに、接遇マナーが向上するこ
とにより、公共交通機関を運行し
ていくための基本である「安全運
行」と「接客サービスの向上」が
図られる。

【27年度】
経営健全化計画に基づく研修体系に
沿って、計画的に職員研修を実施す
る。

【課題】
・研修実施後のアンケートに基づ
く研修内容の検証

【28年度】
同上

【効果】
・安心安全な質の高い医療の提供

【27年度】
全職員を対象に医療安全や接遇等に関
する研修などを行う。

【課題】
・業務に影響を与えない工夫

【28年度】
同上

【効果】
・患者サービスの質の向上
・チーム医療のコーディネーター
　として組織全体の発展に寄与
・看護職員の実践モデル
・病院内外の講師として地域看護
　の質向上に寄与

【27年度】
認定看護師の資格取得を目指す看護職
員に対する支援を行う。

(数値目標）
　資格取得者（累計）　18人

【課題】
・資格取得のための長期間の職員
　不在

【28年度】
同上

(数値目標）
　資格取得者（累計）　20人

⇒ 市立病院総務課

⇒ ⇒ ⇒ 市立病院看護部⇒ ⇒ ⇒

11
継続
実施

職員研修の充
実

医療安全、感染対策等医療に関する院
内全体研修会や職種ごとの各科研修な
ど職員研修の充実を図る。

医療安全、感染対策等医療に関する院
内全体研修や接遇研修、職種ごとの各
科研修などを実施した。
1.医療安全に関する職員全体研修
　平成26年9月26日（参加者1,066名）
　平成27年2月27日（参加者465名）
2.感染対策に関する職員全体研修
　平成26年7月18日（参加者1,093名）
　平成26年12月2日（参加者955名）
3.接遇研修
　全体　平成26年11月18日(参加者545
名)
　新採　平成26年7月11日･14日(参加
者60名)
4.各科教育研修
　看護科・放射線技術科等
5.防災訓練・消防訓練
等

継
続
実
施

⇒ ⇒ ⇒

認定看護師資
格取得への支
援

認定看護師の資格取得を支援すること
により、看護職員の質を高め、患者
サービスを向上させる。

認定看護師の資格取得を目指す看護職
員に対し旅費を助成することにより支
援を行った。
　平成26年度　3人

※平成26年度末の資格取得者（累計）
17人

⇒

⇒ ⇒

⇒ ⇒ 交通局総務課⇒ ⇒

12
継続
実施

10
継続
実施

職員研修の充
実

市電・市バスの運転士に対する安全運
行に関する研修や職員の意識改革に関
する研修など、職員研修の充実を図
る。

（実施状況）
市電・市バスの乗務員や整備職員に対
する事故防止等に関する研修を行った
ほか、外部から講師を招聘し、意識改
革研修を実施した。

継
続
実
施

継
続
実
施

⇒



(2) 職員の意識改革と人材育成

22 23 24 25 26 27 28
№ 区分 項目名 取組の概要 26年度の実施状況 27、28年度の実施予定実施の効果・課題 実施スケジュール 所管課

【効果】
・災害時における応急復旧等に対
応できる体制確保
・事業全般に係る見識の醸成

【27年度】
専門的な技術・知識等を継承する研修
を実施する。

【課題】
・継承すべき知識・技術の洗い出
し

【28年度】
同上

【効果】
・職員の接遇、安全意識、緊急事
態への対応能力及び顧客信頼度の
向上
※H25からアンケート実施
　アンケートで役に立つと
　答えた割合
　92.2％

【27年度】
接遇研修や安全運航研修、事故処理に
関する訓練等を実施する。

【28年度】
同上

【効果】
・地域を知り、きめ細かく市民
ニーズをくみ取る意識をさらに向
上させる。

【27年度】
採用11年目の一般職員を対象に、地域
住民が集う市営施設での管理運営業務
等を体験する研修を実施する。
・研修施設
地域福祉館、高齢者福祉センター、り
ぼんかん、マリンピア喜入　など
・実施時期　　８月～２月

【28年度】
同上

継
続
実
施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 水道局総務課

⇒ 人事課

検
討
・
準
備

実
施

15 新規
地域ニーズ発
見研修の実施

「市民が主役の市政の推進」を再認識
するとともに、きめ細やかに地域ニー
ズをくみ取る意識をさらに高めること
を目的として、地域住民が集う市営施
設での管理運営業務等を体験する研修
を実施する。

13
継続
実施

上下水道技術
の継承

災害時等における緊急工事に必要な、
配水管連結作業等の実技研修をはじ
め、水道局職員として継承すべき知識
や技術に係る研修の充実を図る。

配水管連結作業等の実技研修や水道局
職員として継承すべき知識や技術に係
る研修を実施した。

船舶局総務課
船舶運航課

14
継続
実施

職員研修の充
実

全職員を対象とした接遇研修、総合訓
練、船員を対象とした安全教育研修、
船員法に基づく操練のほか、安全管理
システム（ＳＭＳ）の導入に伴い、安
全運航、海洋環境の保護、緊急事態へ
の対応など、研修（教育・訓練）の充
実を図る。

外部講師による接遇研修や安全運航研
修のほか、事故処理に関する訓練、防
火・防水・救命等の操練などを実施し
た。

継
続
実
施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒



(3) スピード感を持った効果的な行財政運営の推進

22 23 24 25 26 27 28

【効果】
・市民サービスの向上
・業務の効率化
・運用コストの縮減
　　1,200万円

【27年度】
26年度に引き続き住民台帳系システム
の再構築等を行い、税系システムの運
用を開始するとともに、データ管理系
システムの再構築に着手する。

【課題】
・番号制度への対応

【28年度】
住民台帳系システム等の運用を開始
し、最適化が全て完了する。なお、そ
れに伴い、ホストコンピュータの撤去
を行う。

【27年度】
時代に即応した組織・機構を整備す
る。
（27年４月）
・企画財政局に「地方創生推進室」
・経済局に「ジオパーク推進室」
・教育委員会に「国体準備室」を新設

【28年度】
同上

【27年度】
職員定数の適正化を推進する。

【28年度】
同上

行政管理課
交通局総務課
水道局経営管理課
市立病院総務課
船舶局総務課

2
継続
実施

時代に即応し
た組織・機構
の整備

社会経済情勢の変化や市民ニーズに的
確かつ迅速に対応できる、スリムで効
率的・機能的な組織・機構を整備す
る。

社会経済情勢の変化等を踏まえなが
ら、スクラップアンドビルドを基本と
する組織・機構の見直しを行った。

〔26年4月実施〕
・企画財政局に「世界文化遺産登録推
進室」を新設
・市民部を市民文化部に名称変更し、
「文化振興課」、「国民文化祭室」を
新設
・健康福祉局に｢保育課｣、「母子保健
課」を新設
・経済局に「観光プロモーション
課」、「スポーツ課」を新設 など

【効果】
・新たな行政課題への的確な対応
や市民サービスの向上

継
続
実
施

⇒

3
継続
実施

適正な定員管
理の推進

業務の効率化や業務量の変化に応じた
見直しを行い、適正な定員管理を推進
する。

業務量の変化等に応じた職員定数の見
直しを行った。

【効果】
・職員定数が適正化された。
　　H25.4　　H26.4
　　5,522人→5,555人(33人)
（内訳）
　市長事務部局等　△ 3人
　市立病院　　　　＋36人
　交通局　　　　　± 0人
　水道局　　　　　± 0人
　船舶局　　　　　± 0人

継
続
実
施

⇒ ⇒

行政管理課
交通局総務課
水道局経営管理課
市立病院総務課
船舶局総務課

⇒ ⇒ ⇒

⇒ 情報システム課

実施の効果・課題 実施スケジュール 所管課

検
討
・
準
備

実
施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

⇒

№ 区分 項目名 取組の概要 26年度の実施状況 27、28年度の実施予定

⇒1
継続
実施

情報システム
の最適化

これまでは各業務のシステムについて
個別に効率化を図ってきたが、個々の
プログラムやデータ連携機能が複雑化
するとともに、特定メーカーの独自技
術に依存することにより他メーカーが
参入できないといった課題がある。こ
れを改善するため、全庁的な観点に
立ってシステムを再構築し、業務の効
率化や運用コストの縮減などを図る。

住民情報系システム全体の効率的な運
用を図るため、共通基盤や国民健康保
険システムの再構築等を行い、26年1
月から運用を開始した。また、25年度
に引き続き税系システムの再構築等を
行うとともに、26年度には住民台帳系
システムや保健福祉系システム等の再
構築に着手した。



(3) スピード感を持った効果的な行財政運営の推進

22 23 24 25 26 27 28
実施の効果・課題 実施スケジュール 所管課№ 区分 項目名 取組の概要 26年度の実施状況 27、28年度の実施予定

【27年度】
業務の特性や業務執行体制の効率化な
どを総合的に検討し、切り替えが可能
な業務については、嘱託員対応に切り
替える。
・学校用務員業務、学校調理員業務

【28年度】
同上

【効果】
・市税収納率の向上
　26決算    　94.47％
　27決算見込　94.70％

【27年度】
組織体制の見直しや事務効率化を図る
など、市税の徴収強化策を実施する。

【課題】
・新規滞納者への早期対応

【28年度】
市税の徴収強化策を実施する。

⇒ ⇒ 関係課

〔26年度〕
国民健康保険相談業務  職員1人 →
嘱託員1人
学校用務員業務　 職員2人 → 嘱託員
3人
学校調理員業務　 職員8人 → 嘱託員
11人

【これまでに切り替えた主な業務】
交付収納業務、介護保険窓口収納業
務、平川動物公園管理業務、公民館館
長業務、市立高等学校図書事務、学校
用務員業務、学校給食調理業務、介護
認定業務、計量検査業務、市場巡視業
務、国民年金受付等業務、斎園業務、
介護認定業務、電話交換業務

【効果】
・職員数の見直しを行った。
　△11人
（減員数は、(3)-13「適正な定員
管理の推進」に含む）

継
続
実
施

⇒

納税課⇒⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

継
続
実
施

5
継続
実施

市税収納率の
向上対策

市税の現年度課税分及び滞納繰越分に
ついて、徴収強化策を積極的に推進
し、滞納件数・金額の縮減と収納率の
向上を図る。

事務の効率化を図るとともに、納税お
知らせセンターや納税嘱託員・滞納整
理嘱託員の活用、滞納整理のスキル
アップ研修の充実など、市税の徴収強
化策を実施した。

⇒ ⇒ ⇒4
継続
実施

正規職員の嘱
託員への切替

業務の特性や業務執行体制の効率化な
どを総合的に検討し、正規職員で対応
している業務を嘱託員対応に切り替え
る。



(3) スピード感を持った効果的な行財政運営の推進

22 23 24 25 26 27 28
実施の効果・課題 実施スケジュール 所管課№ 区分 項目名 取組の概要 26年度の実施状況 27、28年度の実施予定

【27年度】
１　市税の徴収強化策
　（１）捜索の実施
　（２）動産差押の実施
　（３）インターネット公売の実施
　（４）不動産公売の実施
　（５）滞納整理指導員の活用
２　市税以外の市債権の徴収強化策
　（１）債権回収対策本部会議の
　　　　開催
　　　・全庁的な徴収月間の設定
　　　・徴収強化策の検討
　（２）全庁的な滞納整理研修の
　　　　実施
　　　・弁護士による研修
　　　・滞納整理指導員による研修
　（３）納税お知らせセンターによ
　　　　る納付勧奨
　（４）非強制徴収債権の支払督促
　　　　の申立て
　（５）多重債務者の過払金返還請
　　　　求による滞納者の救済と滞
　　　　納解消
　　　・市民相談センター及び
　　　　消費生活センターとの連携
　　　・催告書等へのチラシの同封
　

【28年度】
同上

【効果】
・6億3,761万円の縮減

【27年度】
事務事業の見直しを推進する。

【課題】
 取組の効果は出ているが、引き続
き、事務事業の見直しを推進する
必要がある。

【28年度】
同上

⇒ ⇒ 特別滞納整理課⇒⇒

財政課⇒⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒⇒

7
継続
実施

事務事業の見
直しの推進

社会経済情勢の変化、市民ニーズの多
様化に応じて、効率性や効果という観
点から事務事業を見直す。

26年度予算において、13事業を廃止
し、49事業を縮減・統合するなど、事
務事業の全般にわたり費用対効果を検
証し、限られた財源を有効活用するた
めの徹底した見直しを行った。

継
続
実
施

【効果】
・未収債権の縮減
　※捜索に伴う執行停止額
　　　　　　　　約1,713万円
  ※不動産公売　約159万円
　
　※多重債務者の過払金返還請求
　　による滞納解消
　　　　　　　　約152万円

【課題】
・債権回収に当たる職員のスキル
　アップを図る必要がある。
・公租・公課以外の未収債権につ
　いては、財産調査の方法等を検
　討していく必要がある。

6
継続
実施

市税及び市債
権の徴収対策
の強化

　負担の公平性や財源の確保を図り、
健全財政を維持するため、市税及び市
税以外の未収債権について、その縮減
及び収納率向上のために市税徴収のノ
ウハウを活用した滞納整理を強化す
る。

１　市税の徴収強化策
（１）捜索の実施（７件）
（２）不動産公売の実施（２回）
     （うち、１回は広告随契）
（３）滞納整理指導員の活用

２　市税以外の市債権の徴収強化策
（１）債権回収対策本部会議の開催
      ・徴収計画の策定
　　　　（目標収納率、徴収強化月
          間、その他徴収に関する
          取組事項）
　　　・対策本部による徴収強化等
        の進行管理
（２）全庁的な滞納整理研修の実施
　　　・弁護士による研修
　　　・滞納整理指導員による研修
（３）納税お知らせセンターによる
      納付勧奨
 (４）非強制徴収債権の支払督促の
　　　申立て
（５）多重債務者の過払金返還請求
　　　による滞納者の救済と滞納解
　　　消
　　　・市民相談センター及び
　　　　消費生活センターとの連携
      ・催告書等へのチラシの同封

継
続
実
施



(3) スピード感を持った効果的な行財政運営の推進

22 23 24 25 26 27 28
実施の効果・課題 実施スケジュール 所管課№ 区分 項目名 取組の概要 26年度の実施状況 27、28年度の実施予定

【効果】
 ・経常経費
　　約2億386万円の縮減
・補助金　3事業の廃止等
　　約158万円の縮減
・地方債
　　約2億3,423万円の抑制
（起債額と元金償還見込額の比較）

【27年度】
財政の健全化に努める。

【課題】
・取組の効果は出ているが、引き
続き、財政の健全化に努める必要
がある。

【28年度】
同上

【効果】
・公用車の稼動状況の改善

【27年度】
本庁配置121台のうち、39台（2グルー
プ）については引き続き実施

【課題】
・集中管理担当課の業務量増への
対応

【28年度】
同上

【効果】
・売却益：約1億3,830万円
・貸付益：　　約1,410万円

【27年度】
市有財産利活用検討委員会を通じて、
市有財産の有効かつ効率的な利活用に
取り組み、必要に応じて財産処分を行
う。

【課題】
・利活用実施計画に沿った利活用
が困難な場合の対応

【28年度】
同上

【効果】
・貸付益　155万円

【27年度】
新規設置分については原則公募により
貸付を行う。

【28年度】
同上

管財課

⇒ 管財課

財政課

管財課

⇒

⇒⇒

⇒⇒ ⇒

⇒

⇒

⇒ ⇒

⇒ ⇒

⇒

⇒ ⇒

⇒

⇒ ⇒

利活用実施計画を策定した遊休市有財
産の新たな活用のほか、売却・貸付等
を実施した。
・売却件数　10件
・貸付件数　21件
また、利活用実施状況の調査を実施
・更地 78施設
・建物あり施設 49施設
・5支所(東桜島、吉田、桜島、松元、
郡山の各支所及び隣接する保健セン
ター等)

8
継続
実施

健全財政の維
持

本市の財政の健全性を維持するため、
(1)事務事業の見直し、実施方法等の効
率化による経費の節減・合理化
(2)地方債の活用については、後年度交
付税措置の状況を踏まえた上で、新規
発行を元金償還金の範囲内に抑制
(3)補助金見直し指針に基づき、事業の
公益性、行政責任の度合いなど行政効
果等を厳しく精査し、廃止、統合、終
期の設定や補助条件の明確化により整
理合理化を実施

経常経費等の更なる縮減に努めるとと
もに、地方債の活用にあたっては、交
付税措置の状況を踏まえ、新規発行を
元金償還金の範囲内にするなど、発行
抑制に努めた。また補助金について
は、補助金見直し指針に基づき、事業
の公益性や行政効果等を厳しく精査
し、廃止・縮小等の見直しを行った。

継
続
実
施

継
続
実
施

9
継続
実施

公用車（軽自
動車）の集中
管理・共用化

各課で管理運用している公用車（軽自
動車）のうち、共用できる車両につい
て、集中管理により共用化し、効率的
な運用を図る。

本庁配置の公用車の一部について集中
管理・共用化を実施した。
〔現在の共用化の状況〕
・本庁配置121台のうち39台を2グルー
プに分けて実施
〔稼働率〕　79.8％(H26年度実績)
　　　　　　(※管財課所管分のみ）

検
討
・
準
備

⇒
実
施

⇒ ⇒10
継続
実施

遊休市有財産
利活用の推進

さらなる市民サービスの向上とともに
健全財政の維持に資するため、市有財
産利活用検討委員会において、全庁的
な視点から、市有財産である土地、建
物の有効かつ効率的な利活用に取り組
むとともに、売却方針が決定した土地
については、入札等により売却し、売
却方針が決定していない土地について
は、短期貸付を行うことで、市有財産
の有効活用及び自主財源の確保を図
る。

11
継続
実施

自動販売機設
置事業者の公
募制度の導入

市有施設内への自動販売機の設置につ
いて公募制度を導入し、自主財源の確
保を図る。

北部親子つどいの広場、竹産業振興セ
ンター、観光農業公園、さくらじま白
浜温泉センター、松元平野岡体育館、
桜島総合体育館、城西公民館、松元公
民館の8施設・16台について公募によ
る一般競争入札を行い、貸付を行っ
た。

検
討
・
準
備

実
施



(3) スピード感を持った効果的な行財政運営の推進

22 23 24 25 26 27 28
実施の効果・課題 実施スケジュール 所管課№ 区分 項目名 取組の概要 26年度の実施状況 27、28年度の実施予定

【効果】
・国民健康保険税収納率の向上
　25決算　　　87.7％
　26決算      87.74％

【27年度】
徴収体制を強化し、滞納処分等を行
う。
（数値目標）
指標　国民健康保険税の収納率
　　（現年度一般分）
目標　87.6％以上

【課題】
・平成26年度当初算定時において
所得金額が100万円未満の世帯が約
66％を占めており、納付困難世帯
が多く、また、滞納処分のために
預貯金等の財産調査を実施しても
差押え可能な財産も無いケースが
ある。

【28年度】
同上

【効果】
・被保険者の負担軽減
・国保財政の健全化

【27年度】
差額通知書を送付する。

（目標）
被保険者の医療費負担の軽減及び国保
財政の健全化を図る。

【課題】
・ジェネリック医薬品に対する正
しい理解の普及

【28年度】
同上

【効果】
・歳入の確保
　10,768千円（H25実績）
　14,314千円（H26見込）
・資源化率の向上
・埋め立て処分場の延命化

【27年度】
・四半期毎に入札を実施し、売却を行
う。
・年間約14,000千円の売却収入を見込
む。
・粗大処理施設の選別機能強化の検討

【課題】
・現在売却している鉄は焼結鉄だ
が、粗大処理施設の選別機能を高
め、単価の良い焼却前の鉄くずで
売却できないか。
・粗大処理施設の選別機能が高ま
れば、高単価のアルミの回収量も
増加する。

【28年度】
・四半期毎に入札を実施し、売却を行
う。
・年間約14,000千円の売却収入を見込
む。
・粗大処理施設の既存改造基本計画

⇒ ⇒ 国民健康保険課

北部清掃工場⇒

⇒ 国民健康保険課⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒

⇒

12
継続
実施

国民健康保険
税収納率の向
上対策

国民健康保険税の現年度課税分及び滞
納繰越分について、納税嘱託員の活用
や特別滞納整理課との連携など、徴収
強化策を積極的に推進し、滞納金額の
縮減と収入率の向上を図る。

滞納処分の実施や延滞金の原則徴収に
より未納分の徴収や早期納付を促した
ほか、催告状の送付や納税嘱託員によ
る訪問、納税お知らせセンターによる
電話催告により滞納者との接触を図る
ことで納付勧奨や納税相談を行った。

継
続
実
施

⇒

13
継続
実施

ジェネリック
医薬品の利用
促進

ジェネリック医薬品（後発医薬品）の
利用を促進し、医療費の抑制による被
保険者の医療費負担の軽減及び国保財
政の健全化を図るため、ジェネリック
医薬品に切り替えた場合の自己負担額
の差額例を通知する。

薬代を減らせる可能性がある者に、削
減可能額などを記載したお知らせを送
付した。
・通知件数
 　6月　6,683通
　 9月　8,195通
　12月　7,359通
 　3月　7,268通

検
討
・
準
備

実
施

⇒ ⇒

検
討
・
準
備

実
施

14
継続
実施

焼却灰中の鉄
くずの売却

これまで埋め立て処分していた北部清
掃工場の焼却灰中の鉄くずを、売却す
ることで、収入を創出するほか、資源
化率の向上、埋め立て処分場の延命化
を図る。

・四半期毎に入札を実施し、売却額の
向上に努めた。
・不適物の混入を防ぎ、鉄くずの品質
確保に努めた
・地金業者との連絡・調整を密に行
い、効率的な鉄くず回収を行った。



(3) スピード感を持った効果的な行財政運営の推進

22 23 24 25 26 27 28
実施の効果・課題 実施スケジュール 所管課№ 区分 項目名 取組の概要 26年度の実施状況 27、28年度の実施予定

【効果】
・介護収納率の向上
　25決算　　　97.9％
　26決算    　98.0％

【27年度】
介護保険料の収納率向上策を実施す
る。
（数値目標）
収納率　26年度　98.4％
　　　　27年度　98.4％

【課題】
・口座振替の奨励
・介護保険相談員の活用
・滞納処分の強化

【28年度】
同上
（数値目標）
収納率　28年度　98.4％

【27年度】
谷山・保護課１名増員予定

【28年度】
生活保護受給世帯の増減等の状況を見
極める中で検討する。

【効果】
・事故の未然防止
・ライフサイクルコストの最小化

【27年度】
長寿命化計画に基づき、遊具の改築等
を行う。
・城山公園ほか５公園

【課題】
 計画推進のための財源の確保

【28年度】
長寿命化計画に基づき、遊具の改築等
を行う。
・鶴ヶ崎公園ほか５公園

【効果】
・事故の未然防止
・ライフサイクルコストの最小化

【27年度】
〔工事概要〕(予定)
　河川港湾課
　・改築　約442m
　谷山建設課
　・改築　約43m

【課題】
・雨水排水計画の策定
・計画推進のための財源の確保

【28年度】
〔工事概要〕(予定)
 河川港湾課
　・改築　約471m
 谷山建設課
　・改築　約152m

⇒

18
継続
実施

下水道（雨水
渠）の長寿命
化

下水道施設（雨水渠）の老朽化に伴う
道路陥没等の事故の未然防止及びライ
フサイクルコストの最小化を目的とし
た「公共下水道（雨水渠）長寿命化計
画」を策定し、予防保全型の管理を行
う。

24年度に策定した長寿命化計画に基づ
き、26年度から対策工事に着手した。
 ・1水路　約152m

〔全体計画〕
 ・改築施設 13水路 約3,800m
 ・改築期間 26～30年度

実
施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

16
継続
実施

生活保護高齢
者世帯等専任
支援員の配置

生活保護受給世帯の増加に伴う事務量
の増大に対応するとともに、稼動能力
を有する世帯へのケースワーカーによ
る自立支援の取り組みを充実するた
め、高齢者世帯等専任支援員（嘱託
員）を配置する。

生活状態が安定している世帯や長期入
院入所世帯を専任で担当する嘱託員を
配置した。
〔26年4月現在〕※（　）は前年度か
らの増減
保護第一課10人(＋1人)、保護第二課
13人(＋1人)
谷山・保護課7人、伊敷福祉課3人、吉
野福祉課3人(＋1人)    計36人(＋3
人)

【効果】
・稼働能力を有する世帯へのケー
スワーカーによる自立支援の取組
の推進

実
施

⇒

17
継続
実施

公園施設の長
寿命化

公園の遊具施設等の予防保全的な管理
や計画的な改築等による事故の未然防
止及びライフサイクルコストの最小化
を目的とした「公園施設長寿命化計
画」を策定し、公園施設の計画的で効
率的な維持保全の推進を図る。

25年度に策定した長寿命化計画に基づ
き、遊具の改築等を行った。
・明和中央公園ほか1公園

検
討
・
準
備

⇒
実
施

介護保険課

保護第一課
保護第二課
伊敷福祉課
吉野福祉課
谷山保護課

⇒ ⇒ ⇒ 公園緑化課

⇒

⇒⇒

◎河川港湾課
　谷山建設課

⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒

⇒⇒15
継続
実施

介護保険料収
納率の向上対
策

介護保険料の現年度分及び滞納繰越分
について、徴収強化策を積極的に推進
し、滞納件数、収入未済額の縮減と収
納率の向上を図る。

督促状、催告状の送付、介護保険相談
員による納付指導及び相談、納税お知
らせセンターの活用のほか、介護保険
課職員による滞納処分を前提とした個
別訪問の実施するなど、徴収強化策を
推進した。

継
続
実
施

⇒ ⇒



(3) スピード感を持った効果的な行財政運営の推進

22 23 24 25 26 27 28
実施の効果・課題 実施スケジュール 所管課№ 区分 項目名 取組の概要 26年度の実施状況 27、28年度の実施予定

【効果】
・事故の未然防止
・ライフサイクルコストの最小化

【27年度】
〔工事概要〕(予定)
　・物揚場 矢板補修 　  2施設
　

【課題】
・計画推進のための財源の確保

【28年度】
〔工事概要〕(予定)
　・物揚場 矢板補修 　    1施設
　・物揚場 エプロン補修   2施設

【効果】
・市営住宅使用料収入率の向上
　　25決算　　　92.00％
　　26決算　　　92.66％

　※26年3月末 　83.61％
　　27年3月末 　84.43％

【27年度】
26年度の実績と課題を踏まえ、退去滞
納者に対する徴収強化を図るため、電
話催告や訪問徴収、特別滞納整理課と
連携した取組を行う。
　※参考（26年5月末）
　　　退去滞納者　約400人
　　　（うち強制執行退去者150人）

【課題】
・退去滞納者に対する効果的な徴
収対策の実施

【28年度】
27年度の実績と課題を踏まえた上で効
果的な徴収対策を検討・実施する。

【効果】
・予防保全的な改善等による、安
全性の確保及びストックの長寿命
化
・複数工事の同時施工による入居
者の負担軽減、経費縮減

【27年度】
交付金削減等により先送りした工事に
ついては、短期保全計画の見直しを
行った上で、引き続き計画的な修繕・
改善工事に努める。
　・外壁改修工事　27棟
　・屋上防水改修工事　5棟
　・シーリング改修工事　18棟

【課題】
・交付金削減により計画通り実施
できないものがあったことから、
短期保全計画に基づく工事を着実
に実施するための財源を確保する
必要がある。

【28年度】
短期保全計画に基づき、計画的な修
繕・改善工事に努める。

⇒ ⇒ ⇒ 住宅課

20
継続
実施

市営住宅使用
料収納対策の
強化

市営住宅使用料の現年度分及び過年度
分未収金について、「滞納整理事務処
理要領」に基づき、催告書の送付や連
帯保証人への通知、悪質滞納者に対す
る提訴を行っている。
また、更なる滞納件数・滞納額の削減
と収入率の向上を図るため、特別滞納
整理班やお知らせセンター、収納嘱託
員による徴収対策を行っているが、年
度ごとにその実績と課題を検証し、よ
り効果的な取組を推進する。

〔26年度の実績〕
　滞納者への文書催告　　　5,130件
　連帯保証人への通知　　　　228件
　悪質滞納者に対する提訴　　 31件
　
　明渡しの強制執行
　　　　　     申立19件、断行15件
　お知らせセンターによる電話催告
　　　　　　　　　　　　　2,857件
　滞納整理班等による夜間臨戸徴収
　　　　　　　　　　　　　　637件
　収納嘱託員による納付指導、徴収
　訪問戸数7,436件

継
続
実
施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

21
継続
実施

市営住宅の長
寿命化

昭和40年代から50年代にかけて建設さ
れた大量の市営住宅が更新時期を迎え
つつある中、厳しい財政状況から、早
期の建替えが進まない状況にあること
から、耐用年限まで、良好な状態で維
持する必要がある。
従来の建替え、改善、修繕等に加え
て、さらに予防保全的な改善等を行う
ことで、長寿命化による更新コストの
削減と事業量の平準化を図り、ライフ
サイクルコストの縮減につなげる。
建設後20年以上経過した中高層耐火構
造の322棟を対象に策定した短期保全計
画を基に、予防保全的な修繕、改善を
計画的に実施する。（数値目標：短期
保全計画の作成棟数→平成25年度で作
成完了）

〔26年度の実績〕
　短期保全計画に基づく主な修繕・改
善の実施状況
　・外壁改修工事　19棟
　・屋上防水改修工事　5棟
　・シーリング改修工事　3棟

実
施

⇒ ⇒ ⇒

⇒ 河川港湾課19
継続
実施

港湾の長寿命
化

港湾施設の計画的な点検・補修等によ
る事故の未然防止及びライフサイクル
コストの最小化を目的とした「港湾長
寿命化計画」を策定し、予防保全型の
管理を行う。

23年度に策定した長寿命化計画に基づ
き、27年度から実施する対策工事の財
源を確保するため、社会資本総合整備
計画を策定し、交付金の申請を行っ
た。

〔全体計画〕
　・物揚場 矢板補修 　    4施設
　・物揚場 エプロン補修  10施設

実
施

⇒ ⇒ ⇒

住宅課⇒ ⇒

⇒ ⇒



(3) スピード感を持った効果的な行財政運営の推進

22 23 24 25 26 27 28
実施の効果・課題 実施スケジュール 所管課№ 区分 項目名 取組の概要 26年度の実施状況 27、28年度の実施予定

【効果】
・劣化状況、改修工法、改修時
　期の的確な把握･検討
・計画的工事による改修費用の
　平準化
・市民サービスの確保、施設の
　長寿命化

【27年度】
保全計画作成、改修工事支援により、
計画的・効率的な維持保全を推進
・保全計画作成　　50棟
・改修工事支援　　49棟

【課題】
・厳しい財政状況の下、増加傾
  向にある老朽化施設に対する
  効果的な事業の推進
・公共施設等総合管理計画との
　整合

【28年度】
保全計画作成、改修工事支援により、
計画的・効率的な維持保全を推進
・保全計画作成　　51棟
・改修工事支援　約50棟

【効果】
リユースによる資材費のコスト縮
減

・効果額(新規資材相当額)
　(24～25年度実績) 約954万円
　(26年度実績)　　 約124万円

【27年度】
対象資材の情報収集・提供
リユースの啓発・実施
 　 吉田公民館ボイラー1件

【課題】
・より効率的なリユースを図るた
めの対象資材の把握、保管、再使
用施設の照合

【28年度】
対象資材の情報収集・提供

　

【効果】
契約、設備方式の見直しによる維
持管理コストの縮減
・効果額　約7,000万円
　(4項目の築60年までの維持管理
　 コスト縮減額)

【27年度】
これまでの調査結果を基に、実施に向
けた技術的支援、新項目の検討を行
う。

【課題】
築60年までの縮減見込額の実現に
向け、当面４項目の実施を推進す
るとともに、新たな取組項目につ
いて検討する。

【28年度】
同上

建築課

実
施

⇒

⇒

⇒ 建築課

実
施

⇒

検
討
・
準
備

検
討
・
準
備

⇒ ⇒ ⇒ 建築課

22
継続
実施

公共建築物ス
トックマネジ
メントの推進

人口減少、少子高齢化の進展により、
財政状況が厳しくなることが予想され
る中、公共建築物の老朽化が進んでい
ることを受け、中長期の視点に立った
保全計画を作成し、計画的・効率的な
維持保全を行い､良好な状態での施設維
持による市民サービスの確保と施設の
長寿命化､維持保全費の縮減を図る。

対象施設：一般施設（学校、市住を
　　　　　除く）350棟
　　　　　5年を劣化調査周期とし、
　　　　　1期（H19～23、351棟）
　　　　　2期（H24～28、350棟）
　　　　　で実施中

〔26年度実績〕
  保全計画作成　都市農業センター等
88棟
  改修工事支援　東別館等64棟

⇒ ⇒

継
続
実
施

⇒ ⇒ ⇒

23
継続
実施

建築・設備資
材リユースの
取組

施設の解体、改修の際に、これまで廃
棄していた床材、空調機等の資材につ
いて、保全計画の情報を生かして、再
使用できる施設での活用に取り組み、
コスト縮減や環境負荷の低減（CO2削

減）を図る。
保全計画や関係課照会の結果を基に、
24年度から資材のリユースに取り組ん
でいる。
〔24～25年度の実績〕
　桜洲小床材、喜入分遣隊空調機等
　17件のリユース

〔26年度の実績〕
　谷山北分遣隊空調機等
　6件のリユース

24
継続
実施

公共建築物イ
ンハウスエス
コの取組

施設の光熱水費の契約や設備方式につ
いて、職員が保全計画の情報を生かし
て、電気や給排水設備の利用実態を踏
まえた技術的提案、検討を行い、契約
内容等を見直すことにより、設備の維
持管理コストの縮減を図る。

25年度に実施した予備調査をもとに、
以下の4項目について精査、縮減見込
額を算出した。
・低圧電力需給契約見直し
　　福祉館等50施設調査、
　　縮減見込17施設
・水道メーター口径見直し
　　公民館等18施設調査、
　　縮減見込12施設
・待機電力縮減（ＴＶブースター）
　　保育園等150施設調査、
　　縮減見込150施設
・高圧電力使用抑制(予備調査)
　　庁舎等25施設調査、
　　縮減見込20施設



(3) スピード感を持った効果的な行財政運営の推進

22 23 24 25 26 27 28
実施の効果・課題 実施スケジュール 所管課№ 区分 項目名 取組の概要 26年度の実施状況 27、28年度の実施予定

【効果】
・事故の未然防止
・ライフサイクルコストの最小化

【27年度】
７橋の補修工事と10橋の測量設計を実
施する。

【課題】
・計画推進のための財源の確保

【28年度】
10橋の補修工事を実施する。
また、点検結果をもとに修繕計画の精
査を行い、測量設計を実施する。

【効果】
・計画的で効率的な維持保全の推
進

【27年度】
保全計画に基づき、計画的な維持保全
を推進していく。

【28年度】
27年度に策定予定の「公共施設等総合
管理計画」を踏まえ、必要に応じて保
全計画の改訂を行う。

【効果】
・ランニングコストの削減

【27年度】
・消防車両等の更新時期に合わせて、
最新の技術を取り入れた車両・装備を
導入し、高性能化、省力化及び効率化
を図るとともに保有台数の見直しを図
る。

【28年度】
各種車両導入検討を行い、引き続き保
有台数の見直しを図る。

【効果】
・経営の健全化
※各年度末の資金不足率20％未満

（目標効果額）　336百万円

【27年度】
経営の健全化に向けた取組を推進する
とともに、次期計画の策定に向けて将
来にわたり持続可能な方策の検討及び
次期計画の策定に取り組む。

（数値目標）目標効果額：215百万円

【課題】
・経営状況の共通認識

【28年度】
経営の健全化に向けた取組を推進する
とともに、次期計画の策定に取り組
む。

(数値目標)　目標効果額：120百万円

交通局総合企画課

⇒ ⇒

⇒⇒

⇒

⇒ ⇒ ⇒ 道路維持課

教育委員会
施設課

消防局総務課

⇒

⇒

⇒

⇒

継
続
実
施

⇒

継続
実施

鹿児島市交通
事業経営健全
化計画の推進

27
継続
実施

消防車両等の
効率的な運用

消防力の低下を招かない範囲におい
て、現有の消防車両等の合理化・共有
化・見直しにより保有台数の削減を行
い、効率的な行財政運営を図る。

消防力の低下を招かない範囲内におい
て、消防車両等の配置を見直し、消防
車1台を廃車した。

継
続
実
施

⇒

26
継続
実施

平成23年度に策定し、平成25年度に見
直しを行った「鹿児島市交通事業経営
健全化計画」に基づく取組を推進し、
交通局の経営の健全化を図る。

見直し後の「鹿児島市交通局経営健全
化計画」に基づき、引き続き経営の健
全化に向けた取組を推進するととも
に、次期計画の策定に向けて将来にわ
たり持続可能な方策の検討を行ってい
る。

28

⇒

学校施設建築
物ストックマ
ネジメントの
推進

市立学校施設について、中長期的視点
に立った保全計画を策定し、計画的で
効率的な維持保全を推進することによ
り、良好な教育環境の確保、学校施設
の長寿命化、建替えコストを含めた
トータルコストの縮減を図る。

保全計画素案をもとに、維持保全に係
る予算規模の平準化に向けた検討及び
関係課との協議を経て、保全計画を策
定。

25
継続
実施

橋りょうの長
寿命化

橋りょうについて、従来の事後的な修
繕及び架替えから予防的な修繕及び計
画的な架替えへと円滑な政策転換を図
るために、橋りょう長寿命化修繕計画
を策定し、橋りょうの計画的かつ効率
的な維持管理を行うことで、橋りょう
の長寿命化並びに修繕及び架替えに係
る費用の縮減を図るとともに、地域の
道路網の安全性・信頼性を確保する。

22年度に策定した橋りょう長寿命化修
繕計画に基づき、26年度は８橋の補修
工事と７橋の測量設計を実施した。

実
施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

継
続
実
施

⇒ ⇒

⇒ ⇒



(3) スピード感を持った効果的な行財政運営の推進

22 23 24 25 26 27 28
実施の効果・課題 実施スケジュール 所管課№ 区分 項目名 取組の概要 26年度の実施状況 27、28年度の実施予定

【効果】
・未納診療費収納率の向上
25決算　　54.1％
26決算  　59.5％

【27年度】
徴収対策の強化の取組を実施する。
(数値目標）
指標　未収診療費（患者個人負担分）
の収納率
実績　59.5％（H26年度決算）
目標　60％

【課題】
・市外患者への徴収

【28年度】
同上

【効果】
・経営の健全化

【27年度】
「鹿児島市病院事業経営計画」に基づ
き、引き続き、安定した経営のもとで
安心安全な質の高い医療を提供する。

【課題】
医師・看護師などの体制を充実
し、病院としての機能を高め収益
の増を図る。

【28年度】
同上

【効果】
水道施設や管路施設のライフサイ
クルコストの最小化及び更新事業
費の平準化を図れる。

【27年度】
水道施設及び管路施設の改築等を行
う。

【課題】
耐用年数を迎え老朽化している施
設が増加傾向にあるなど、今後、
老朽施設の更新には多額の費用が
必要となる。

【28年度】
同上

【効果
・改築費用の縮減、維持管理の効
率化等

【27年度】
代替施設の整備を行い、処理場の計画
的な廃止・統合を進める。

【課題】
・優良財源の確保
・事業の平準化

【28年度】
同上

⇒ ⇒
市立病院医事情報
課

⇒ ⇒
市立病院経営管理
課

⇒

⇒

⇒

入院患者の医療費相談や文書等による
催告、嘱託員による訪問徴収に加え、
嘱託員を１名増員して保証人や市外患
者への督促及び窓口での納入相談の充
実など、徴収対策を強化した。

診療費（患者個人負担分）の未収債権
について、徴収強化策を積極的に推進
し、収納率の向上を図る。

⇒ ⇒
水道局下水道建設
課

実
施

⇒ ⇒

⇒

継
続
実
施

⇒

30
継続
実施

鹿児島市病院
事業経営計画
の推進

平成24年度に策定した「鹿児島市病院
事業経営計画」に基づく取組みを推進
し、経営環境の変化等に対応し、引き
続き本県の中核的医療機関として、安
定した経営のもとで安心安全な質の高
い医療を提供する。

「鹿児島市病院事業経営計画」に基づ
き、患者数の確保や病床利用率の向上
に努めるとともに、医師や看護師など
の体制を充実し、病院としての機能を
高め医療サービス向上を図るなど、安
定経営に向けた取り組みを推進する。

過去の修繕などの情報を収集し、ポン
プ設備などの長寿命化計画を策定し、
河頭浄水場送水ポンプなどの長寿命化
対策を実施した。

29
継続
実施

未収診療費(患
者個人負担
分）の徴収強
化

31
継続
実施

水道施設の長
寿命化

 水道施設や管路施設の予防保全的な管
理や計画的な改築により、ライフサイ
クルコストの最小化及び更新事業費の
平準化を行い、水道施設や管路施設の
計画的で効率的な維持保全の推進を図
る。

32
継続
実施

下水処理場の
統廃合

効率的な事業運営を図るため、「鹿児
島市公共下水道事業全体計画」で処理
場の統廃合を位置づけ、現在の6処理場
を南部処理場と谷山処理場の2処理場に
統合する。また、汚泥処理については
南部処理場に集約して処理する。

処理場の廃止に伴い必要となる代替施
設として、谷山処理場の建設工事を引
き続き行った。

継
続
実
施

⇒ ⇒

水道整備課
配水管理課
水道管路課

検
討
・
準
備

実
施

⇒



(3) スピード感を持った効果的な行財政運営の推進

22 23 24 25 26 27 28
実施の効果・課題 実施スケジュール 所管課№ 区分 項目名 取組の概要 26年度の実施状況 27、28年度の実施予定

【効果】
・事故の未然防止
・ライフサイクルコストの最小化

【27年度】
「下水道長寿命化計画」に基づき、下
水道施設の改築を実施する。

【課題】
・優良財源の確保

【28年度】
同上

【効果】
・経営の健全化

【27年度】
27年4月1日ダイヤ改定を実施した。
引き続き効率的な運航に努める。

【28年度】
効率的な運航に努める。

【効果】
・長期的な視点による、計画的な
更新、長寿命化などの取組によ
り、将来的な財政負担の軽減・平
準化が見込まれる。

【27年度】
・計画策定検討委員会（各局長等）
  の開催・・・４回
・計画策定検討委員会幹事会（関
  係部長）の開催・・・４回
・計画策定

【課題】
・個別施設計画等の策定に向けて
実行性の高い計画にすることが必
要となる。

【効果】
・売電量の増加に伴う歳入増、買
電量の縮減及び維持管理費の縮減
に伴う歳出減の両効果

・効果額
　　売電額の増等　　約1,500万円
　　維持管理費の減　約5,000万円

【27年度】
①２段ある集じん機を１段に集約し、
消費電力削減による売電量増加、維持
管理費・買電量の縮減の取組み（１号
炉）
・実施、効果の検証
②工場から送電している関連施設を電
力会社からの直接受電に切り替えるこ
とによる売電量増加の取り組み（清掃
事務所）
・効果の検証

【課題】
・設備の集約による省エネ効果の
把握
・関連施設において電力会社から
の直接受電が可能か

【28年度】
①集じん機（２号炉）の集約
・実施、効果の検証
②工場関連施設への送電停止
・送電停止に伴う直接受電化
・効果の検証

水道局下水道建設
課
下水道管路課
下水処理課

実
施

⇒ ⇒ ⇒

北部清掃工場

検
討
・
準
備

実
施

⇒

新規35

34
継続
実施

桜島フェリー
の運航ダイヤ
の改定

桜島フェリーの運航ダイヤについて、
現下の輸送実績や利用者の利便性等を
踏まえ、効率的なダイヤへの見直しを
行う。

33
継続
実施

下水道の長寿
命化

下水道施設の予防保全的な管理や計画
的な改築により、事故の未然防止及び
ライフサイクルコストの最小化を目的
とした「下水道長寿命化計画」を策定
し、下水道施設の計画的で効率的な維
持保全の推進を図る。

「下水道長寿命化計画（管渠）」に基
づき、約2.1kmの汚水管渠の改築を
行った。また、「同計画（南部処理
場）」に基づき、脱水機設備等の更新
を行った。

新船（第二桜島丸（サクラフェア
リー）〔二層積船舶〕）の就航を踏ま
えた効率的な運航ダイヤを編成するた
めに、ダイヤの改定について検討を
行った。

継
続
実
施

厳しい財政状況が続く中で、今後、人
口減少等により公共施設等の利用需要
が変化していくことが予想されること
を踏まえ、公共施設等の全体の状況を
把握し、長期的な視点をもって、更
新、長寿命化などを計画的に行い、財
政負担を軽減・平準化するため、「鹿
児島市公共施設等総合管理計画」を策
定する。

公共施設等総
合管理計画の
策定

36 新規

北部清掃工場
における歳入
増歳出減の取
組

電力自由化の取組みによる効果を高め
るため、売電量の増や買電量の減に取
り組むなど、更なる歳入の増や歳出の
縮減を図る。

⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒⇒ ⇒ ⇒

政策推進課

船舶局船舶運航
課・総務課

⇒

検
討
・
準
備

実
施



(3) スピード感を持った効果的な行財政運営の推進

22 23 24 25 26 27 28
実施の効果・課題 実施スケジュール 所管課№ 区分 項目名 取組の概要 26年度の実施状況 27、28年度の実施予定

【効果】
・保全計画に基づき、噴水等施設
の予防保全的な管理が行われるこ
とで、計画的で効率的な維持管理
の推進が図られ、施設の長寿命化
やコスト縮減、維持管理費の平準
化を図ることができる。
・効果額　約1,500万円(36年間で
の効果)

【27年度】
都市景観施設保全計画に基づき、改修
工事に係る実施設計を行う。
〔対象施設〕
・3施設（歴史と文化の道親水水路、
　　　　照国親水水路、みなと大通
　　　　り公園平面噴水）

【課題】
・噴水等の施設を所管する他課と
の連携
・状況変化や耐用年数経過後の施
設の休止・廃止を含めた検討

【28年度】
保全計画に基づき、計画的な改修工
事・修繕を実施する。

検
討
・
準
備

実
施

⇒ 都市景観課37 新規
都市景観施設
マネジメント
の推進

噴水等の都市景観施設（28施設）は、
老朽化が進んでおり、今後、故障等の
急激な増加が懸念されることから、保
全計画に基づき、予防保全的な管理や
計画的な修繕等を行うことで、施設の
長寿命化及び維持管理のコスト縮減を
図る。



(4) 民間力のさらなる活用

22 23 24 25 26 27 28

【27年度】
公の施設への指定管理者制度の導入に
ついて検討するとともに、適切なモニ
タリングを実施する。
〔新規導入施設〕
 ・かごしま環境未来館（27年4月）
 ・鹿児島アリーナ(27年4月)

【28年度】
同上

【効果】
・公共掲示板の整備及び維持管理
費用の捻出（効果額：840万円）
・公共掲示板デザインの統一によ
る都市景観の向上
・新たな管理・運営システム導入
による市民サービスの向上

【27年度】
整備計画（第2期）に基づき、郊外部
を中心に、9基を追加整備［計75基］

【課題】
・利用状況や市民ニーズなどを踏
まえた適切な整備・運用

【28年度】
整備計画（第3期）に基づき、28年度
以降、25基を追加整備［上限100基］

【効果】
・民間業者の弾力的な人事管理等
により、業務の効率化が図られ、
経費の縮減が見込まれる。

【27年度】
履行期間1年目
（平成30年3月31日まで）

【課題】
・自校方式校では初の委託となる
ことから、安定的な運営に向けた
ノウハウの蓄積が課題。

【28年度】
履行期間2年目
（平成30年3月31日まで）

1
継続
実施

指定管理者制
度の効果的な
運用

市民サービスのより一層の向上と効率
的な管理運営に資するため、公の施設
への指定管理者制度の導入について検
討するとともに、指定管理者に対して
適切なモニタリングや指導を行う。

指定管理者に対するモニタリングを実
施したほか、必要に応じ、指導を行っ
た。
〔新規導入施設〕
 ・旧島津氏玉里邸庭園（26年4月）
 ・北部親子つどいの広場(26年7月)

【効果】
・公の施設における市民サービス
の向上と効率的な管理運営

継
続
実
施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 行政管理課

検
討
・
準
備

実
施

⇒ 保健体育課

実施の効果・課題 実施スケジュール 所管課

検
討
・
準
備

⇒
実
施

⇒ ⇒ 都市景観課

3 新規

西伊敷小学校
における学校
給食業務の一
部委託

西伊敷小学校の学校給食業務につい
て、民間業者のノウハウ等を活用し、
経費の縮減等を図るため、調理や配食
など、業務の一部を委託する。

№ 区分 項目名 取組の概要 26年度の実施状況 27、28年度の実施予定

2
継続
実施

民間力を活用
した公共掲示
板のリニュー
アル

老朽化した公共掲示板及びはり紙専用
広告塔について、民間力を活用したリ
ニューアル及び管理・運営を行う。
（事業にかかる費用は新たな公共掲示
板の片面に掲出する一般商業広告の広
告料収入により賄う。ゼロ予算事業）

・民間事業者と契約締結[H26.8.29]
・既存公共掲示板等の撤去[H26.12末]
・整備計画（第1期）で新公共掲示板
66基を整備し、運用開始[H27.3.23]



(5) 市民との協働の推進

22 23 24 25 26 27 28

【効果】
・市民参加による市政広報の推進
・効果的、戦略的な広報の推進

【27年度】
・市民等が取材・編集した記事を掲載
するなど市民協働による広報紙発行を
行う。
・必要に応じ、有識者等から市政広報
に関する意見を聴取する。

【28年度】
同上

【27年度】
行政評価市民委員会による評価を実施
する。

【効果】
・地域住民等の安心安全意識の向
上
・住民主体による取組の充実

【27年度】
7分野での取組を進める
・認証申請書の提出（7月）
・現地審査（9月29日（火）～10月2日
（金））
・認証式〔認証取得〕（28年1～2月）

【課題】
・セーフコミュニティ活動の全市
への展開

【28年度】
市民や関係団体との協働による継続的
な活動の推進を図るとともに、セーフ
コミュニティ活動の全市への展開を進
めていく。

【効果】
・災害時等における避難誘導や安
否確認の円滑化

【27年度】
・管理システムの導入
・各種名簿の作成
・避難支援等関係者への名簿提供
・民生委員による同意確認等調査
・支援者等による個別支援計画の作成

【課題】
・情報提供に係る同意の促進
・個別支援計画の充実

【28年度】
・各種名簿の更新
・避難支援等関係者への名簿提供
・民生委員による同意確認等調査
・支援者等による個別支援計画の作成

実
施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 行政管理課2
継続
実施

市民委員会に
よる行政評価
の実施

総合計画の効率的かつ計画的な推進に
資するとともに、市民の視点に立った
成果重視型の行財政運営の実現を図る
ため、外部委員で構成する鹿児島市行
政評価市民委員会による評価を実施す
る。

引き続き、事務事業評価を開始（全事
業を1/3に分け、3か年で実施）し、行
政評価市民委員会による評価を実施。
【26年度の対象事業】　32事業
【見直しや統合、縮小、廃止等の状
況】
　21事業（見直し率：65.6％）

【効果】
・市民の視点に立った成果重視型
の行財政運営の推進 検

討
・
準
備

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 広報課

実施の効果・課題 実施スケジュール 所管課

1
継続
実施

市民協働によ
る広報紙の発
行と市政広報
に関する意見
の聴取

広報紙「かごしま市民のひろば」に、
市民等が取材・編集した記事を掲載す
るなど市民協働による広報紙発行を行
うとともに、今後の広報業務の参考と
するため、有識者等から市政広報に関
する意見を聴取する。

公募による編集サポーターと協働して
「市民のひろば信頼・協働特集号(26
年10月発行)」を発行するとともに、
市民のひろば26年12月号に市民と協働
で取材・編集した記事を掲載した。
また、今後の広報業務の参考とするた
め、市民や有識者などから構成する
「市政広報のあり方懇話会」（平成26
年9月と27年1月の計2回）を開催し
た。

検
討
・
準
備

実
施

№ 区分 項目名 取組の概要 26年度の実施状況 27、28年度の実施予定

3
継続
実施

セーフコミュ
ニティの推進

安心安全に暮らせるまちづくりを目指
すため、セーフコミュニティの手法を
導入し、地域ごとの課題に対応した事
故等の防止策を市民や関係団体と協働
して実施する。

・本市が重点的に取り組む７分野にお
いてモデル地区等で取組を展開した。
・プレ現地審査の実施
　26年10月22日(水)～25日(土)
・事故やけがに関するアンケート調査
　26年11月4日(火)～18日(火)

※７分野
　交通安全、学校の安全、子どもの安
全、高齢者の安全、ＤＶ防止、自殺予
防、防災・災害対策

検
討
・
準
備

実
施

⇒

4
継続
実施

避難行動要支
援者の避難支
援体制の確立

災害時に自力で避難することが困難な
重度の障害者や要介護者について名簿
を作成し、避難支援等関係者と支援に
必要となる情報の共有などを行い、地
域の中で避難の支援が受けられる体制
を確立する。
（H26.4月の災害対策基本法の改正によ
り、災害時要援護者から避難行動要支
援者へ制度変更）

　民生委員による対象者への同意確認
調査、調査結果の登録作業のほか、地
区別防災研修会等において制度周知お
よび避難支援者選定への協力を行っ
た。
・26年7月～10月
　約20,000人に対し同意確認調査を
　実施
・26年10月～27年3月
　調査結果の集約（入力作業）

継
続
実
施

⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ 安心安全課

⇒ ⇒ ⇒ 危機管理課



(5) 市民との協働の推進

22 23 24 25 26 27 28
実施の効果・課題 実施スケジュール 所管課№ 区分 項目名 取組の概要 26年度の実施状況 27、28年度の実施予定

【効果】
①自主防災組織の結成及び活動促
進が図られ地域の防災体制が強化
された。
②安心安全なまちづくりに向け
て、地域団体の組織化が図られ、
住民による地域の安全向上の取組
が充実した。
③交通安全要望への適切な対応が
図られた。

【27年度】
①自主防災組織の結成・活動の促進を
行う。
（数値目標）
　・新規結成:20団体
　・結成総数:606団体
　・活動件数:250件
②地域安心安全ネットワーク会議の結
成と活動の促進を行う。
③交通安全要望の現地調査等を行う。

【課題】
①多くの住民の参加のもとで、
　効果的な訓練等が実施される
　よう指導・助言が必要である。
②活動の活性化が図られるよう支
援が必要である。

【28年度】
①自主防災組織の結成・活動の促進を
行う。
（数値目標）
　・新規結成:20団体
　・結成総数:626団体
　・活動件数:280件
②地域安心安全ネットワーク会議の結
成や活動の促進を行う。
③交通安全要望の現地調査等を行う。

【効果】
・非常時の迅速な対応
・地域の安全性の向上

【27年度】
登録の促進や事業の活性化に向けて広
報周知を行う。
登録事業所の研修会を開催する。

【課題】
・事業や登録事業所の活動の周知
・地域団体との連携による活動の
充実を図る。

【28年度】
同上

【効果】
・協働によるまちづくりの推進が
図られた、市民活動団体の活動促
進、自立支援

【27年度】
公益的なサービスを提供するＮＰＯ等
の市民活動に対し、経費の一部を助成
する。
（数値目標）
　指標　市民とつくる協働のまち事業
採択事業数
　実績　17事業/年（26年度）
　目標　15事業/年

【課題】
・補助終了後の事業の継続
・行政担当課との関係づくり

【28年度】
市民と行政との協働によるまちづくり
をより進めるために事業の見直しを行
う。

⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 安心安全課

⇒ ⇒ ⇒ ⇒
安心安全課
危機管理課

6
継続
実施

事業所との協
働による安心
安全なまちづ
くりの推進

鹿児島市安心安全まちづくり条例に基
づく事業者の役割という観点から、犯
罪、事故、自然災害の未然防止や発生
時における対応について、事業所の協
力を得ることで、市と事業者が連携・
協力して安心安全なまちづくりを推進
するとともに、万が一のときの応援体
制を確立し、犯罪や事故、自然災害へ
の対応強化や迅速な対応を図る。

・安心安全協力事業所について、ホー
ムページや市民のひろばなどにより周
知を図り、登録を呼びかけた。
　登録数　834事業所(27年3月末現在)

・登録事業所に対し、防災、防犯・事
故防止に対する情報を提供するととも
に、本市と協力事業所間で情報を共有
し、連携を強化するために研修会を開
催した。

継
続
実
施

⇒ ⇒

①自主防災組織の結成や活動を促進
　するため、町内会等を訪問し、指
　導・助言、連絡調整等を行った。
・新規結成:25団体(27年3月末)
・結成総数:586団体(27年3月末)
・活動件数:238件(27年3月末)

②地域安心安全ネットワークの結成や
活動を促進
・新規設置: 5団体(27年3月末)
・設置総数:78団体(27年3月末)

③交通安全に関する要望に係る現地調
査や関係機関との連絡調整を行った。
・要望件数　135件中98件に対応
　　　　　　（27年3月末現在）

継
続
実
施

⇒ ⇒5
継続
実施

地域安心安全
推進指導員に
よる安心安全
なまちづくり
の推進

自主防災組織や地域安心安全ネット
ワーク会議の結成促進と活動支援のほ
か、地域からの交通安全に関する要望
について、現地調査や関係機関との連
絡調整等を行う地域安心安全推進指導
員を2人配置し、市民との協働による安
心安全なまちづくりを推進する。

⇒ ⇒ ⇒ 市民協働課7
継続
実施

ＮＰＯ等との
協働推進事業
の実施

市民と行政との協働による個性的なま
ちづくりを進めるため、公益的なサー
ビスを提供するＮＰＯ等の市民活動団
体の活動に対し、経費の一部を助成す
る。
補助事業は公募により募集を行い、応
募があった事業について、選考審査会
の意見を踏まえ、選定する。

引き続き、公益的なサービスを提供す
るＮＰＯ等の市民活動に対し、経費の
一部を助成した

（数値目標）
　指標　市民とつくる協働のまち事業
採択事業数
　実績　17事業/年（26年度）
　目標　15事業/年（26年度）

継
続
実
施

⇒



(5) 市民との協働の推進

22 23 24 25 26 27 28
実施の効果・課題 実施スケジュール 所管課№ 区分 項目名 取組の概要 26年度の実施状況 27、28年度の実施予定

【効果】
・市民活動団体の育成
・団体間の相互理解や情報交換の
ネットワークづくり

【27年度】
成熟度に応じて、基礎コースと発展
コースの２コースの講座を開催する。

【課題】
・受講者により市民活動の経験の
差があること
・県が実施している講座との整理

【28年度】
市民活動応援講座を開催する。

【効果】
・市民活動に対する情報の共有
化、職員の理解と意識の向上

【27年度】
市民協働推進連絡会やNPO、企業、市
の連携を進める為、地域の課題等につ
いて対話するワークショップを開催す
る。
（数値目標）
　指標　ＮＰＯ法人との協働事業数
　目標　45件（28年度）

【課題】
・ＮＰＯ等と庁内関係課のさらな
る連携強化

【28年度】
同上

【効果】
・若い世代の市民活動への参画の
促進

【27年度】
ポータルサイト運用と研修会を実施す
る。

【課題】
・年配者へのパソコン操作に対す
る支援

【28年度】
同上

【効果】
・市民主体の協働によるまちづく
りの推進

【27年度】
13地域の活動に対して支援を行う。

【課題】
・ワークショップ委員の確保

【28年度】
同上

⇒ ⇒ ⇒

8
継続
実施

ＮＰＯ等市民
活動の促進

ＮＰＯ等市民活動を促進するため、組
織運営の手法や事業の企画方法のノウ
ハウを習得する「市民活動応援講座」
を開催する。

市民グループの組織運営の手法や事業
の企画方法等のノウハウを習得する講
座を実施した。

継
続
実
施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 市民協働課

実
施

⇒ ⇒ 地域振興課

9
継続
実施

ＮＰＯ等市民
活動団体と庁
内関係課との
連携強化

庁内に「市民協働推進連絡会」を設置
し、ＮＰＯ等市民活動団体の状況等に
ついて、関係部局で情報を共有すると
ともに、本市の協働のあり方について
協議を行い、ＮＰＯ等市民活動団体と
庁内関係課との連携強化を図る。ま
た、NPO、企業、市など多様な主体の連
携を進めるための取組を行う。

市民協働推進連絡会を開催し、ＮＰＯ
等市民活動団体の組織、活動内容、将
来計画等について、関係課に情報を提
供するとともに、本市の協働の推進に
ついて検討した。また、ＮＰＯ、企
業、市の連携を進めるため、地域の課
題等について対話するワークショップ
を開催した。

（数値目標）
　指標　ＮＰＯ法人との協働事業数
　実績　49件（25年度実績）、51件
（26年度見込）
　目標　40件（26年度）

継
続
実
施

⇒ ⇒ ⇒

10
継続
実施

地域コミュニ
ティ連携組織
ポータルサイ
トの開設・運
用

地域コミュニティ協議会の活動内容等
を紹介するとともに、同協議会・町内
会等・市民との情報交換及び交流の場
となるポータルサイトを開設し、運用
する。また、操作マニュアルを作成す
るとともに、協議会に対し、Facebook
の操作研修を行う。

ポータルサイト開設に向け、外部委託
によりマニュアル作成や研修を実施し
た。
平成27年1月、2月　研修会開催
平成27年2月27日　ポータルサイト開
設

検
討
・
準
備

⇒ ⇒ 地域振興課11
継続
実施

地域まちづく
りワーク
ショップへの
支援

市民協働課

市内の13地域において､地域住民が主体
となって運営する「地域まちづくり
ワークショップ」の活動を支援する。
各ワークショップでは､市民が地域づく
りに対するアイデア等を出し合い､それ
ぞれの地域の課題を解決する「地域プ
ラン」の作成とその実践に取り組む。

各ワークショップの「地域プラン」に
基づく取組に対して、事業助成などの
側面的支援を行った。

継
続
実
施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒



(5) 市民との協働の推進

22 23 24 25 26 27 28
実施の効果・課題 実施スケジュール 所管課№ 区分 項目名 取組の概要 26年度の実施状況 27、28年度の実施予定

【効果】
・コミュニティ組織との協働によ
るまちづくりの推進

【27年度】
・協議会の順次設立支援
・既設立校区の活動支援
・コミュニティビジョン推進戦略会議
での支援施策(補助金の一括交付金化
等)、校区公民館のあり方等の検討
・市民への周知広報
・協議会同士の交流会

【課題】
・既存組織や支援のあり方等の検
証

【28年度】
・協議会の順次設立支援
・既設立校区の活動支援
・コミュニティビジョン推進戦略会議
での支援施策(補助金の一括交付金化
等)、校区公民館のあり方等の検討
・市民への周知広報
・協議会同士の交流会
・協議会連絡会の設置

【効果】
・市民との協働による消費者啓発
の推進

【27年度】
地域消費者リーダーの自主研修会を行
い、同時に出張講座への講師派遣を行
う。

【課題】
・地域消費者リーダーの活動機会
の拡充

【28年度】
同上

【効果】
・さまざまな交流を含めた地域活
性化

【27年度】
・管理教室棟
　　改修工事
　　供用開始
・教室棟及び教員住宅
　　改修工事の設計

【課題】
・管理教室棟の施設整備後の運営

【28年度】
・管理教室棟
　　施設の維持管理及び運営
・教室棟及び教員住宅
　　改修工事
　　貸与開始

継
続
実
施

⇒ ⇒ ⇒

12
継続
実施

鹿児島市コ
ミュニティビ
ジョンの策定
及び推進

本市の将来におけるコミュニティ施策
の基本指針となるコミュニティビジョ
ンを策定し、町内会をはじめとする多
様なコミュニティ組織の発展を促進す
るとともに、これらの組織との協働に
よる「まちづくり」を推進する。

3つのモデル地域の協議会に対する支
援を行うとともに、コミュニティビ
ジョン推進戦略会議においてモデル事
業の検証・評価を行った。また、27年
度からの市内全域での順次設立に向
け、校区公民館運営審議会等のコミュ
ニティ組織へ周知広報を行い、設立時
期希望調査を実施した。
【モデル地域】
　・中名、八幡及び平川小学校区

実
施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 地域振興課

⇒ ⇒ ⇒
消費生活セン
ター

14
継続
実施

旧改新校区地
域活性化施設
整備に係る市
民との協働・
連携

旧改新校区の地域活性化を図るため、
旧改新小学校の管理教室棟を地域活
動・交流の拠点とする施設に整備す
る。
また、教室棟及び教員住宅は、地域活
性化につながる事業を展開する利用者
を公募し、利用者決定後に施設の整備
を行う。

　平成25年度に策定した「改新校区地
域活性化事業計画」に基づき、管理教
室棟は地域活動・交流の拠点となる施
設整備に向け、設計を行った。
　また、教室棟及び教員住宅は、地域
活性化につながる提案の公募を行い、
改新校区地域活性化検討委員会におい
て利用候補者を選定し、決定通知を
行った。

検
討
・
準
備

実
施

⇒ ⇒ 東桜島支所

13
継続
実施

地域に根ざし
た消費者啓発
の推進

地域に根ざした啓発活動を推進し、消
費者被害の未然防止を図るため、地域
で啓発活動や簡易な出張講座を行う地
域消費者リーダーの養成を行う。

地域消費者リーダー(25年度から地域
消費者ガイドを地域消費者リーダーに
統合)を育成・養成し、消費生活に係
る啓発や情報提供、出張講座などを
行った。



(5) 市民との協働の推進

22 23 24 25 26 27 28
実施の効果・課題 実施スケジュール 所管課№ 区分 項目名 取組の概要 26年度の実施状況 27、28年度の実施予定

【効果】
市民、事業者、行政の協働による
環境保全活動の推進

【27年度】
環境パートナーシップかごしまに対す
る支援を実施する。
(目標）
エコパかごしまの活動の中心である5
つのワーキンググループの活動の充実
を図る。

【課題】
個人や団体会員の拡大

【28年度】
同上

【効果】
・市民総参加による美しいまちづ
くりの推進

【27年度】
まち美化地域指導員の認定支援を行
う。
・年6回以上の認定講習会の実施
・受講者数計180人以上

【28年度】
同上

【27年度】
支援体制を充実しながら地域福祉ネッ
トワークを推進する。

【28年度】
同上

【効果】
・市民等と協働・連携し、同じ方
向性での桜島等の活用策を一体的
に展開

【27年度】
ジオパークの世界認定に向け、ワーキ
ンググループで市民等と連携し、様々
な取組を実施する。
また、専門性の高い人材などの育成を
行う。

【課題】
・ジオパークの認知度の向上

【28年度】
ジオパークの世界認定に向け、ワーキ
ンググループで市民等と連携し、様々
な取組を実施する。

⇒ ⇒ 地域福祉課

検
討
・
準
備

実
施

⇒

継
続
実
施

⇒

18
継続
実施

桜島・錦江湾
ジオパーク推
進における市
民等との協
働・連携

桜島・錦江湾ジオパークの世界認定に
向け、またジオパーク活動の推進を図
るため、観光・経済関係団体や地域・
まちづくり団体など様々な主体と協
働・連携し、「桜島・錦江湾ジオパー
ク推進協議会」を設立し、ジオツアー
やイベントなどのジオに関する活動や
情報発信を行う。

平成25年度に設立した推進協議会にお
いて、世界ジオパーク認定に向けた取
組を進める中で、ジオに関する活動を
展開し、情報発信やジオサイトの環境
整備等を行った。
・日本ジオパーク認定(25年9月24日)

⇒ ⇒
ジオパーク推進
室

17
継続
実施

地域福祉ネッ
トワークの推
進

地域福祉支援員と地域福祉館等の職員
が連携して地域の福祉団体の育成・支
援を行い、地域福祉館等を拠点とした
地域福祉ネットワークの推進を図る。

地域福祉支援員等が、地域福祉館等を
拠点にして地域の実情把握や問題点の
分析及び検証を行いながら、地域福祉
活動への助言等を行った。

【効果】
・福祉団体の組織化が広がり、そ
れぞれの地域で地域の特性にあっ
たイベントが開催されるなど、地
域福祉の意識の醸成

【課題】
・地域により活動に対する温度差
があること
・人材の確保

⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 環境政策課

16
継続
実施

「まち美化地
域指導員」の
認定支援

鹿児島市みんなでまちを美しくする条
例に基づき、自主的にまちの美化に係
る啓発及び指導を行う者を「鹿児島市
まち美化地域指導員」として認定し支
援することで、市民と行政とのパート
ナーシップに基づき、条例趣旨である
市民総参加による美しいまちづくりの
推進を図る。

まちの美化に関する啓発や声かけを行
う｢まち美化地域指導員｣の認定を推進
した。

 ・認定講習会　6回実施
 ・受講者数計　174名

継
続
実
施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 環境衛生課

15
継続
実施

環境パート
ナーシップか
ごしまによる
環境に関する
取り組みの推
進

市民・事業者・行政で設立した「環境
パートナーシップかごしま」（エコパ
かごしま）の活動運営を支援するとと
もに、市の施策等に関する情報提供・
交換や活動等を通じて、循環と共生を
基調にした環境にやさしい持続可能な
社会を協働して構築することを目指
す。

市民・事業者・行政が協働して環境問
題に取り組む｢環境パートナーシップ
かごしま｣(エコパかごしま)におい
て、5つのワーキンググループを中心
に、植樹活動やサイクリングマップづ
くりなど、環境にやさしい活動の支援
を行った。

継
続
実
施

⇒



(5) 市民との協働の推進

22 23 24 25 26 27 28
実施の効果・課題 実施スケジュール 所管課№ 区分 項目名 取組の概要 26年度の実施状況 27、28年度の実施予定

【効果】
・森林・林業や緑化に関する意識
の高揚

【27年度】
企業やボランティア団体への情報提供
及び森林整備の体験イベントを開催す
る。
(数値目標）
・ボランティア団体との協働
　実績：１件（H23～25年）
　目標：２件（H27年）
・企業との協働
　実績：０件（H26年）
　目標：１件（H27年）
・一般市民との協働（体験イベント）
　実績：90人(H24)、55人(H25)、
        17人(H26)
　目標：60人

【課題】
・企業やボランティア団体への森
林整備活動に関する理解を図る。

【28年度】
同上
（数値目標）
・ボランティア団体との協働
　実績：１件（H23～H25年）
　目標：２件（H28年）
・企業との協働
　実績：０件（H26年）
　目標：１件（H28年）
・一般市民との協働（体験イベント）
　実績：90人(H24)、55人(H25)、
        17人(H26)
　目標：60人

【効果】
・歩道緑地の自主的な管理による
環境美化の推進

【27年度】
歩道緑地帯の管理団体等による清掃等
の作業を継続して実施する。
ホームページや広報誌による普及啓発
活動の回数の見直しを行う。

【課題】
・奨励金の増額
・高齢化等による管理団体の減少

【28年度】
同上

⇒ ⇒ 生産流通課

⇒ ⇒ ⇒ 公園緑化課

⇒ ⇒⇒19
継続
実施

市民と協働の
森林づくりの
推進

地球温暖化防止をはじめ公益的機能を
高度に発揮する健全な森林を育成する
ため、企業や森林ボランティア団体等
が実施する森林の整備活動を支援す
る。

企業やボランティア団体等へ情報提供
を行うとともに、森林整備活動を希望
する市民等を対象とした体験イベント
を開催した。
・体験イベント実施状況
  開催1回、参加者数 17人

継
続
実
施

20
継続
実施

歩道緑地帯の
自主的な管理
の普及啓発

「自分たちの緑は自分たちの手で」を
モットーに、歩道緑地の自主的な管理
の普及を図るとともに、住みよい快適
環境づくりをめざす。

歩道緑地帯の管理団体(町内会、老人
会、あいご会など212団体)により、月
1回程度清掃等の作業が行われた。

・市道249か所、県道31か所、国道18
か所

・市ホームページに届出書や変更届出
書を掲載し、来庁しなくても登録等の
手続が行えるよう改善を図った。

継
続
実
施

⇒ ⇒ ⇒

⇒



(5) 市民との協働の推進

22 23 24 25 26 27 28
実施の効果・課題 実施スケジュール 所管課№ 区分 項目名 取組の概要 26年度の実施状況 27、28年度の実施予定

【効果】
・市民との協働による観光案内の
実施

【27年度】
乗車停留場を増やし、運行内容の見直
しを行い、利用者増を図る。
　観光プロモーション課と連動し、ガ
イドの有効利用を図る。

【28年度】
観光プロモーション課と連動し、ガイ
ドの有効利用を図る。

【効果】
・企業の調査による、実態の把
握、課題の抽出
・企業の健康に対する意識の向上
（健診実施、保健指導実施、健康
相談、健康教育等の実施率の向
上）
・生活習慣病の重症化予防
・うつ病や自殺者の減少

【27年度】
・企業の実態調査
・地域・職域連携推進作業部会の開催
・地域・職域連携推進協議会の設置

【課題】
関係機関や企業との協力体制の構
築

【28年度】
・地域・職域連携推進協議会の開催
　（年2回程度）
・すこやかプランパートナー企業の
　登録
・働く世代の健康づくり事業の構築・
　実施

【効果】
・元気な高齢者等が担い手として
参加する住民主体の活動を推進す
ることによる介護予防効果
・介護給付費の抑制

【27年度】
・「生活支援サービスの充実に関する
研究会」の設置・開催
・「介護予防・生活支援サービス事業
者協議会」の設置・開催（３ブロッ
ク）

【課題】
市全域での均一なサービス提供体
制の構築

【28年度】
・生活支援コーディネーターと協議会
の連携による生活支援の担い手の養成
やサービス開発

⇒ ⇒ 電車事業課21
継続
実施

観光電車サ
ポートガイド
を活用した観
光電車の運行

九州新幹線の全線開業に伴い運行を開
始した観光電車の車内において観光サ
ポートガイド（市民ボランティア）に
よる観光ガイドを行う。

市民ボランティアによる観光ガイドを
実施した。
・市民ボランティアガイド　16人
・利用者数3,658人
・貸切電車（かごでん）での観光ガイ
ド　13便

継
続
実
施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒
実
施

23 新規
生活支援体制
整備事業

生活支援コーディネーター（嘱託職員
１名）を地域包括支援センター本部に
配置し、生活支援サービスの充実に関
する研究会、協議会を設置するととも
に、センター職員と連携しながら生活
支援の担い手の養成やサービスの開発
を行う。

長寿支援課

検
討
・
準
備

実
施

⇒

22 新規
働く世代の健
康づくりの推
進

企業の実態調査を行うとともに、地
域・職域連携推進協議会を開催するな
ど、企業との協働により、働く世代の
生活習慣の改善やメンタルヘルスの対
策など健康づくり事業に取り組む。

検
討
・
準
備

健康総務課



(6) 社会貢献活動の充実

22 23 24 25 26 27 28

【効果】
・参加者に対する市政を知っても
らう機会の提供

【27年度】
大学、高等学校、中学校等からのイン
ターンシップを受入れる。

【課題】
・受入時期や人数の平準化

【28年度】
同上

【効果】
・職員の地域活動等への参加意識
の高揚

【27年度】
地域活動やボランティア活動に関する
研修を実施する。

【課題】
・研修内容、時間の充実

【28年度】
同上

【27年度】
庁舎等の公共施設に緑のカーテンを設
置する。

【28年度】
同上

⇒ ⇒

人事課
水道局総務課
交通局総務課
船舶局総務課

実施の効果・課題 実施スケジュール 所管課

人事課⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒2
継続
実施

№ 区分 項目名 取組の概要 26年度の実施状況 27、28年度の実施予定

⇒ ⇒ ⇒

庁舎等の公共施設に緑のカーテンを設
置し、省エネを図るとともに、緑の街
並みづくりを推進する。

庁舎等の公共施設に緑のカーテンを設
置した。
・緑のカーテン設置施設
本庁舎東別館、各支所、環境未来館、
斎場、健康増進施設、地域福祉館、保
健センター、都市農業センター、水族
館、公園、消防分遣隊、市立病院、交
通局、水道局、船舶局、公民館、小中
学校　など

【効果】
・庁舎等における省エネ
・緑の街並みづくりの推進

【課題】
・植物の維持管理

継
続
実
施

⇒

1
継続
実施

インターン
シップの受入
れの推進

インターンシップ（職場体験学習）の
受入れをより積極的に推進し、公共活
動の推進を担う市役所として教育環境
の整備に貢献する。

大学、高等学校、中学校等からのイン
ターンシップ実習生を受け入れた。
【26年度受入】
　市長部局等205人、水道局25人、交
通局50人、船舶局 26人

継
続
実
施

⇒

職員の社会貢
献活動の促進

地域社会の一員として、職員による地
域活動やボランティア活動を促進する
ため、市民局、健康福祉局と連携し
て、職員の社会貢献活動の支援体制を
充実させる。

職員研修の中で、地域活動等の活動事
例の報告などを行い、ボランティア活
動への参加を促進した。
【職員研修】
・新規採用職員研修(受講者103人)
・一般職員第Ⅰ課程研修(受講者56人)
・新任主査研修(受講者181人)
・現任主査研修(受講者92人)

実
施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

管財課
消防局総務課
市立病院総務課
水道局総務課
ほか

3
継続
実施

公共施設への
緑のカーテン
の設置



(6) 社会貢献活動の充実

22 23 24 25 26 27 28
実施の効果・課題 実施スケジュール 所管課№ 区分 項目名 取組の概要 26年度の実施状況 27、28年度の実施予定

【効果】
・環境問題に対する職員の意識向
上
・市役所の省資源、省エネルギー
化の推進

【27年度】
地球温暖化対策アクションプラン（事
務事業編）に基づく取組を推進する。
（数値目標）
①指標　温室効果ガス総排出量
　実績　18.9％削減（25年度）
　目標　23.6％削減（27年度）
②指標　電気使用量
　実績　15.8％削減（25年度）
　目標　5％削減（27年度）
③指標　水の使用量
　実績　1.7％削減（25年度）
　目標　5％削減（27年度）

【課題】
・目標達成に向け、職員一丸と
なって省エネや省資源等に取り組
んでいるが、対象施設の増減や天
候の変化によって影響される部分
が大きい。

【28年度】
地球温暖化対策アクションプラン（事
務事業編）の最終年度にあたることか
ら、次の5か年の目標値を定めるとと
もに、引き続き取組を推進する。
（数値目標）
①指標　温室効果ガス総排出量
　目標　26％削減（28年度）
②指標　電気使用量
　目標　6％削減（28年度）
③指標　水の使用量
　目標　6％削減（28年度）

【効果】
・大気汚染防止及び地球温暖化防
止

【27年度】
公用車へ環境対応車を導入する。
○導入予定
ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ自動車5台、電気自動車1台
ｸﾘｰﾝﾃﾞｨｰｾﾞﾙ車21台（うち市営ﾊﾞｽ11
台)
(数値目標）
①1購入する公用車のうち、環境対応
車の導入目標は90％以上、市営ﾊﾞｽは
70％以上
②環境対応車のうち、次世代自動車の
導入目標は20％以上

【課題】
・購入価格
・インフラ整備

【28年度】
公用車へ環境対応車を導入する。
（数値目標）
27年度同様

4
継続
実施

地球温暖化対
策アクション
プラン（事務
事業編）の推
進

地球温暖化対策アクションプラン（事
務事業編）に基づき、事業者・消費者
の立場から率先して温室効果ガスや電
気使用量の削減に取組み、市役所の事
務事業に伴って生じる環境負荷を可能
な限り低減する（23年度までは、「環
境配慮率先行動計画」に基づき取り組
む）。

地球温暖化対策アクションプラン（事
務事業編）に基づく取組を推進した。
・点検担当者研修会の開催
・エコオフィスプラン支援システムの
運用
・環境政策推進会議の開催

継
続
実
施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 環境政策課

5
継続
実施

公用車への環
境対応車の導
入推進

公用車の購入にあたっては、環境対応
車導入指針に基づき、電気自動車な
ど、より環境への負担の少ない環境対
応車の導入を進める。

公用車の購入にあたっては、環境対応
車導入指針に基づき、電気自動車な
ど、環境への負担の少ない環境対応車
を導入した。
 天然ガス車2台、
 ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ自動車2台、
 電気自動車1台、
 ｸﾘｰﾝﾃﾞｨｰｾﾞﾙ自動車16台
  　　(うち市営ﾊﾞｽ11台）

継
続
実
施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
再生可能エネル
ギー推進課



(6) 社会貢献活動の充実

22 23 24 25 26 27 28
実施の効果・課題 実施スケジュール 所管課№ 区分 項目名 取組の概要 26年度の実施状況 27、28年度の実施予定

【効果】
・地球温暖化防止

【27年度、28年度】
メガソーラー発電所計画に基づく公共
施設への太陽光発電導入は、温室効果
ガスの排出削減に寄与するとともに、
災害時の非常用電源としての活用な
ど、地域の防災力向上も図られるこ
と、また、このことを広報・啓発する
ことにより、市民・事業者への導入促
進につながることなどから、今後も積
極的に推進していく。

【27年度】
会員募集を行うとともに、職員による
ボランティア活動に取り組む。

【28年度】
同上

【効果】
・省エネルギー運転支援
26年度の対象8施設で、全庁的な節
電目標5％を上回る平均約22％の電
気使用量を削減した。
　　CO2排出量 　　約106 t削減

　　電気料金　約2,834千円削減
・環境対策技術導入検討
鹿児島大学のシミュレーション結
果によると、高効率空調機やＬＥ
Ｄ照明などを導入した場合の省エ
ネルギー効果は、真砂福祉館など8
施設では平均約27％、吉野公民館
では約58％で、いずれも目標を上
回った。

【27年度】
施設管理者等の省エネルギーに対する
意識の向上及び取組の継続を図るた
め、電気使用量のグラフなどを示しな
がら、引き続き、たてばば福祉館など
8施設で省エネルギー運転支援や環境
対策技術導入検討を行う。
また、26年度に環境対策技術を導入し
た吉野福祉館など7施設では、導入後
の省ｴﾈﾙｷﾞｰ効果の検証を行う。

【課題】
施設管理者や利用者の省エネル
ギーに対する意識の向上及び取組
の継続

【28年度】
27年度に環境対策技術を導入した施設
で、導入後の省エネルギー効果の検証
を行う。

⇒⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 地域福祉課

8
継続
実施

公共建築物に
おける環境対
策

CO2排出量削減に有効な設備機器の運用

方法及び環境対策技術を求めて、21～
24年度に実施した「公共建築物環境対
策調査研究事業」の成果を活用して、
公共建築物の低炭素化を図るため、設
備機器の省エネルギー運転支援及び環
境対策技術導入に取り組む「公共建築
物省エネルギー推進事業」を25～29年
度で実施する。
国の取組などを参考に、平成22年度比
で、電気使用量25％削減と50％削減を
目指す取組を行う。
　　省エネルギー 25％の取組：
　　　設備機器の省ｴﾈﾙｷﾞｰ運転支援
　　　環境対策技術導入検討
　　省エネルギー 50％の取組：
　　　環境対策技術導入検討

・省エネルギー 25％の取組
　　真砂福祉館など8施設で実施

・省エネルギー 50％の取組
　　吉野公民館で実施

継
続
実
施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 設備課

7
継続
実施

わがまち市役
所ボランティ
ア隊の活動

温かい心で地域社会を支えあい、より
住みよいまちづくりを進めるため、職
員によるボランティア活動に取り組
み、市と市民のパートナーシップによ
る地域福祉を推進する。

職員に対し、ボランティア隊への参加
を呼びかけたほか、錦江湾サマーナイ
ト大花火大会後の清掃や慰霊祭の運営
補助など、職員によるボランティア活
動に取り組んだ。
・ボランティア隊会員数　261人

【効果】
・市民とのパートナーシップによ
る地域福祉の推進 継

続
実
施

⇒ ⇒ ⇒
再生可能エネル
ギー推進課

6
継続
実施

公共施設への
太陽光発電シ
ステムの導入

21年度に策定した「鹿児島市メガソー
ラー発電所計画」に基づき、公共施設
へ率先して計画的に太陽光発電システ
ムを導入する。

11施設に太陽光発電システムを設置し
た。
本庁西別館、
北部親子つどいの広場、
城西福祉館、
都市農村交流ｾﾝﾀｰ　お茶の里、
谷山北分遣隊、
市立病院、
錫山小・中学校、
谷山ｻｻﾞﾝﾎｰﾙ※、
喜入地区保健ｾﾝﾀｰ※、
宮川小学校※、
西陵中学校※、
※は「市有施設屋根貸し太陽光発電事
業」で設置

実
施

⇒ ⇒ ⇒



(6) 社会貢献活動の充実

22 23 24 25 26 27 28
実施の効果・課題 実施スケジュール 所管課№ 区分 項目名 取組の概要 26年度の実施状況 27、28年度の実施予定

【効果】
・児童生徒の環境に対する意識の
醸成
・二酸化炭素排出量の削減

【27年度】
国による固定価格買取制度の見直し等
を踏まえ、今後の導入について、[鹿
児島市メガソーラー発電所計画」の所
管課である再生可能エネルギー推進課
と連携して検討する。

【28年度】
検討結果に基づき、整備に取り組む。

【効果】
・ヒートアイランド現象の抑制
・児童生徒への環境教育及び教育
環境の充実

【27年度】
・校庭芝生化　4小学校、1高等学校
・緑陰空間整備　１中学校

【課題】
・芝生の維持管理

【28年度】
校庭の芝生や緑陰空間等について、学
校と協議しながら整備していく。

【効果】
・バリアフリーへの対応
・地球温暖化の防止

【27年度】
低公害低床のバスを導入する。
・低公害ノンステップバス10台
・低公害貸切観光バス1台

【28年度】
同上

【効果】
・地球温暖化防止
・市民、事業者への普及促進

【27年度】
固定価格買取制度の見直し等を踏ま
え、27年度に行動計画を策定する。

【課題】
・固定価格買取制度の見直し等を
踏まえた電力の活用方法や導入促
進に向けた取組策などの再検討

【28年度】
行動計画に基づき、年次的に事業を実
施する。

⇒ ⇒ ⇒

9
継続
実施

小中学校への
太陽光発電装
置の整備

11
継続
実施

低公害低床バ
スの導入

老朽化した車両について、低公害低床
のバスを年次的に導入するとともに、
できるだけ早い時期に、全車両に占め
るノンステップバスの割合を国が定め
る移動等円滑化基本方針の目標値以上
とし、新規導入車両に占める低公害バ
スの割合を100％とする。

老朽化した車両に替わり、全て低公害
車11両（うち低床10台）を導入した。

継
続
実
施

10
継続
実施

学校施設の緑
化推進

ヒートアイランド現象の抑制や児童生
徒への環境教育及び教育環境の充実の
ため、18年度から実施したモデル事業
の結果を踏まえながら、校庭の芝生化
や樹木植栽等による学校施設の緑化を
推進する。

2幼稚園、1中学校、1高等学校の校庭
芝生化、5小中学校の緑陰空間の整備
を行った。

【これまでの整備校数：小学校58校、
中学校31校、高等学校1校、幼稚園4
園】

継
続
実
施

⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒
交通局バス事業
課

⇒ ⇒ ⇒
教育委員会施設
課

⇒ ⇒ ⇒
教育委員会施設
課

「鹿児島市メガソーラー発電所計画」
に基づき、小中学校に太陽光発電装置
を年次的に整備していく。

錫山小中学校に太陽光発電システムを
設置した。

継
続
実
施

⇒ ⇒ ⇒

検
討
・
準
備

⇒ ⇒
実
施

⇒
再生可能エネル
ギー推進課

12 新規

再生可能エネ
ルギーの導入
推進（公共施
設への導入指
針の策定）

太陽光発電、太陽熱利用に係る導入指
針を含め、太陽光や風力、小水力、木
質バイオマス等の再生可能エネルギー
の導入を実現化するために本市が取組
む方向性や具体的取組を掲げる行動計
画を策定する。

※第５次大綱の実施計画における未実
施項目

26年度中の策定を目指し、作業を進め
ていたが、国による固定価格買取制度
の見直し等が行われたため、これらを
踏まえた検討が必要であることから、
策定作業を一時休止した。26年12月に
国の制度見直しが行われ、27年1月末
から売却先となる九州電力が買取を再
開したため、今後これらの動向も踏ま
えながら、27年度中に策定する予定。


